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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等
 

回次 第92期 第93期 第94期 第95期 第96期 

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 

売上高 （千円） 4,015,870 2,638,400 3,476,739 2,763,349 2,776,356 

経常損失（△） （千円） △200,685 △649,744 △817,854 △583,771 △458,703 

親会社株主に帰属する当期純

利益又は親会社株主に帰属す

る当期純損失（△） 

（千円） △271,408 △578,331 △524,467 △597,049 237,740 

包括利益 （千円） △275,341 △450,818 △416,905 △502,189 △91,035 

純資産額 （千円） 1,589,066 1,794,966 1,444,193 2,753,521 3,463,947 

総資産額 （千円） 2,411,477 2,605,398 2,217,241 3,387,435 4,726,398 

１株当たり純資産額 （円） 6.86 7.71 6.12 7.71 8.68 

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△） 
（円） △2.52 △2.84 △2.23 △2.26 0.61 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 
（円） － － － － 0.61 

自己資本比率 （％） 52.43 67.95 64.94 81.04 72.90 

自己資本利益率 （％） － － － － 7.68 

株価収益率 （倍） － － － － 18.03 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） 785,961 △372,336 △522,087 △508,437 △1,407,527 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） 29,292 △524,437 △190,339 △12,788 △581,648 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
（千円） 55,077 916,984 81,522 1,805,053 1,245,025 

現金及び現金同等物の期末残

高 
（千円） 1,227,440 1,248,251 617,880 1,898,648 1,142,453 

従業員数 
（人） 

48 52 49 45 40 

（外、平均臨時雇用者数） (－) (15) (24) (1) (－) 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第92期から第95期において潜在株式は存在するものの、

１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

３. 第94期の主要な経営指標等について、誤謬の訂正による遡及処理をした数値を記載しております。また過年

度の決算訂正を行い、平成26年８月14日に有価証券報告書の訂正報告書を提出しております。 

４. 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益又は当期純損失（△）」を「親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する

当期純損失（△）」としております。 
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(2）提出会社の経営指標等
 

回次 第92期 第93期 第94期 第95期 第96期 

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 

売上高 （千円） － 32,828 38,686 25,810 87,298 

経常損失（△） （千円） △388,189 △652,328 △764,044 △566,619 △504,149 

当期純利益又は当期純損失

（△） 
（千円） △406,699 △712,519 △836,777 △571,829 238,539 

資本金 （千円） 3,847,946 2,270,611 2,311,861 3,218,208 3,618,980 

発行済株式総数 （千株） 184,359 229,701 235,201 356,168 396,835 

純資産額 （千円） 2,118,610 2,071,665 1,334,419 2,608,283 3,370,553 

総資産額 （千円） 2,727,821 2,729,023 2,024,882 3,343,582 4,881,506 

１株当たり純資産額 （円） 9.73 9.01 5.66 7.32 8.49 

１株当たり配当額 

（円） 

0 0 0 0 0 

（うち１株当たり中間配当

額） 
(－) (－) (－) (－) (－) 

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△） 
（円） △3.77 △3.50 △3.56 △2.17 0.61 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 
（円） － － － － 0.61 

自己資本比率 （％） 65.76 75.83 65.79 77.98 69.03 

自己資本利益率 （％） － － － － 7.98 

株価収益率 （倍） － － － － 18.03 

配当性向 （％） － － － － － 

従業員数 
（人） 

10 19 19 14 10 

（外、平均臨時雇用者数）   (15) (24) (1) (－) 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第92期から第95期において潜在株式は存在するもの

の、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。
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２【沿革】

 当社は、昭和27年６月、東京都中央区に設立し、都築紡績株式会社より鉄筋コンクリート造の都心倉庫を借用して

営業を開始しました。

 その後、昭和38年４月１日をもって株式額面変更のため、日本橋倉庫株式会社（旧称岡田織布株式会社）に吸収合

併される形をとりました。

 従って、登記上の設立年月日は、合併会社（旧称岡田織布株式会社）の設立年月日である大正11年２月７日となっ

ております。

 当社の設立からの沿革は次のとおりであります。

昭和27年６月 本社地に資本金500万円で倉庫業営業開始

昭和31年１月 小型貨物自動車運送業営業開始

昭和35年２月 日本橋（旧箱崎）営業所開始

昭和36年６月 倉庫証券発行許可倉庫となる

昭和36年12月 東京繊維商品取引所指定倉庫となる

昭和38年７月 東京証券取引所第２部市場に上場

昭和44年４月 愛知県大府市に大府営業所開設

昭和45年３月 事業部制とし東京物流事業部（旧東京事業部）・名古屋物流事業部（旧名古屋事業

部）設置

昭和46年６月 名古屋市に名古屋（旧中切）営業所開設

昭和46年６月 埼玉県戸田市に戸田営業所開設

昭和46年９月 名古屋繊維取引所指定倉庫となる

昭和49年３月 名古屋市に鶴舞営業所開設

昭和50年８月 静岡県浜松市に浜松営業所開設

昭和52年４月 大阪物流事業部（旧大阪事業部）設置

昭和52年７月 大阪府茨木市に茨木営業所開設

昭和53年３月 愛知県海部郡に名古屋港営業所開設

昭和63年３月 日本橋第１ビル（本社ビル）竣工

昭和63年４月 名古屋市に木場町営業所開設

平成元年４月 リビング関連事業部設置

平成２年４月 不動産事業部設置

平成５年12月 日本橋第２ビル竣工

平成８年３月 大府営業所閉鎖

平成10年10月 リビング関連事業部休止

平成14年６月 軽貨急配株式会社（大阪証券取引所市場第２部上場）との業務提携契約締結に基づく

軽貨物事業の開始

平成15年３月 名古屋港営業所閉鎖

平成15年４月 日本橋第１ビル、第２ビルを流動化により売却

平成15年７月 上記に伴い不動産事業部を廃止

平成15年９月 日本橋営業所を閉鎖

平成15年10月 社名を株式会社ＮＤＢとする

平成15年11月 通信事業の開始

平成16年３月 戸田営業所及び木場町営業所の一部を売却、通信事業並びに軽貨物事業から撤退

平成16年５月 企業活性化投資ビジネスへの参入

平成16年７月 社名をジェイ・ブリッジ株式会社とする 

平成16年８月 鶴舞営業所閉鎖

平成16年８月 関連事業部の設置

平成17年３月 小杉産業株式会社との資本提携契約締結

平成17年６月 小杉産業株式会社の子会社化
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平成17年10月 ホールディングカンパニーへ移行

平成17年10月 国際航業株式会社（東証一部上場）の株式取得

平成17年10月 ロトール・シンガポール社の第三者割当増資の引受

平成17年10月 孫会社三生興産株式会社（伊東温泉競輪場施設賃貸会社）の買収

平成17年10月 株式会社タスコシステム（JASDAQ上場）との資本・業務提携

平成18年10月 東京証券取引所における当社株式の所属業種が「その他金融業」に変更

平成18年10月 医療・介護福祉周辺事業の再生及び活性化支援などを中心とした「医療・ヘルスケア

事業」の開始

平成18年12月 活性化支援先である国際航業株式会社の全株式売却

平成19年４月 活性化支援先である小杉産業株式会社の全株式売却

平成20年５月 東京パークエンジニアリング株式会社の株式取得

平成22年１月

平成22年４月

平成22年７月

活性化支援先である三生興産株式会社の全株式売却

株式会社六合の株式取得

医療法人社団杏林会の出資持分売却によりメディカル事業より撤退

平成22年10月 社名をアジア・アライアンス・ホールディングス株式会社とする

平成24年６月

平成27年２月

デザイア株式会社を新規設立し子会社化

Miki Energy Pte. Ltd.を新規設立し子会社化

平成27年５月 

平成27年10月 

平成28年３月 

Mabuhay Holdings Corporation株式を取得（持分法適用会社化） 

社名をアジア開発キャピタル株式会社とする

株式会社トレードセブン株式を取得（持分法適用会社化） 
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３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（アジア開発キャピタル株式会社）、連結子会社７社および

持分法適用関連会社２社により構成されており、投資事業を行っております。現在報告セグメントは「投資事業」

のみとなっております。

当連結会計年度において、株式取得により１社が連結対象となり、２社が持分法適用関連会社となりました。

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業における位置づけは次のとおりであります。

 

(1）投資事業

投資先の事業活性化を目的として、経営にも関与するハンズオン型投資を実施しております。匿名組合等への出

資を行い、コンサルティング業務等による手数料収入を計上しております。

また主に子会社を通じ建設業および不動産事業の収益を計上しております。
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［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の内容
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

（連結子会社）

㈱六合 （注）４
名古屋市中区 90,000千円 建設事業 93.3

資金の貸付

役員の兼任あり

デザイア㈱ 東京都港区 67,900千円 不動産事業 100.0 資金の借入

㈱エス・エー・コンサルティ

ング （注）６
東京都港区 1,000千円 コンサル業 100.0

業務委託料支払 

役員の兼任あり 

Prominence Investments 

Pte. Ltd.（注）３
シンガポール

22,000千

シンガポー

ルドル

投資事業 100.0
資金の借入

役員の兼任あり

Miki Energy Pte. Ltd. 

（注）５
シンガポール

1,000

シンガポー

ルドル

投資事業 50.0 資金の貸付

一般社団法人ジェイビーシー

ツー
東京都墨田区 6,700千円 投資事業 100.0  

㈲狸穴ブリッジキャピタル・

ワン （注）１
東京都墨田区 3,000千円 投資事業

100.0

(100.0)
 

（持分法適用関連会社）      
 

 
 

Mabuhay Holdings 

Corporation 
フィリピン

975,534千ペ

ソ
投資業 39.1

資金の貸付

役員の兼任

㈱トレードセブン 千葉県千葉市 20,000千円 質屋事業 35.0
資金の貸付

役員の兼任

 

 （注）１．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

２．議決権の所有割合又は被所有割合につきましては、出資割合を記載しております。

 ３．特定子会社に該当しております。

 ４．㈱六合については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えて

おりますが、セグメントの売上高に占める割合が90％を超えているため、主要な損益情報等の記載を省略し

ております。

 ５．持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。

 ６．平成27年12月に㈱エス・エー・コンサルティングを連結子会社化しました。

 ７．平成27年６月にMabuhay Holdings Corporationを持分法適用会社化しました。 

 ８．平成28年３月に㈱トレードセブンを持分法適用会社化しました。 
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成28年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

投資事業 30 ( - )

全社（共通） 10 ( - )

合計 40 ( - )

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

 

(2）提出会社の状況

平成28年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

10( - ) 40.3 8.3 5,233,450

 （注）１．従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数が前事業年度末に比べ4名減少したのは、退職に伴う自然減等であります。

 

(3）労働組合の状況

 当社グループには労働組合はありません。

 なお、労使関係は安定しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績 

当連結会計年度における我が国経済は、政府・日銀による景気対策の効果により、雇用・所得環境の改善傾向が続い

たものの、個人消費は弱含みで推移し、中国経済の成長鈍化や原油価格の下落等の影響も懸念されるなど、景気は先行

き不透明感が高まりつつあります。 

このような状況の下で、当社グループは、収益事業の確立によって財務体質を改善すべく、新規投資案件の探索や既

存投資先の業績改善に取り組んでまいりました。 

新規投資案件については、いくつかの候補先について関係先との交渉や投資計画の検討などを行った結果、Mabuhay 

Holdings Corporationの一部株式および同社向け債権、ならびに株式会社トレードセブンの一部株式を取得し、両社を

持分法適用関連会社といたしました。また、既存投資案件については、インドネシア地熱発電事業からの撤退を決定し

た一方で、株式会社六合およびデザイア株式会社に関しては、当社からの派遣役員を通じて経営改善等に努めた結果、

いずれも黒字とすることができました。 

当連結会計年度の業績につきましては、株式会社六合の工事売上高が増加し、子会社のデザイア株式会社においては

販売用不動産の売却が実現し、また当社におきましては関係会社債権回収に伴い回収益が発生した結果、売上高が2,776

百万円（前年同期比0.5％増）となり、前年同期と比較して増収となりました。 

営業費用につきましては、有価証券の運用損を計上し、本社部門における経費削減等はありましたが、営業損失が

538百万円（前年同期は509百万円の営業損失）、経常損失は458百万円（前年同期は583百万円の経常損失）となりまし

た。 

これに、特別損益を加減した税金等調整前当期純利益は276百万円（前年同期は587百万円の損失）、当連結会計年度

の親会社株主に帰属する当期純利益は237百万円（前年同期は597百万円の損失）となりました。 

 

① セグメントの業績 

当社グループは現在「投資事業」のみの単一区分としております。 

投資事業は有価証券の保有・運用、コンサルティング、不動産売買および賃貸、建築工事等を行っております。当

連結会計年度の投資事業においては、売上高は2,776百万円（前年同期比0.5％増）、営業損失121百万円（前年同期は

営業利益27百万円）となりました。 

売上高の主な内訳は、株式会社六合の工事売上高2,507百万円、デザイア株式会社の不動産売上高188百万円、およ

び当社における関係会社債権回収益62百万円であります。 

 

② 営業外収益および費用 

営業外収益は、主に関係会社からの受取利息及び配当金222百万円を計上いたしました。 

その結果、当連結会計年度において営業外収益は231百万円（前年同期比8,672.1％増）となりました。 

営業外費用は、主に持分法投資損失99百万円、為替差損21百万円を計上いたしました。 

その結果、当連結会計年度において営業外費用は151百万円（前年同期比96.6％増）となりました。 

 

③ 特別利益および損失 

特別利益は、同仁医療産業集団有限公司の出資持分譲渡に伴い投資有価証券売却益が730百万円、また投資不動産売

却益72百万円を計上いたしました。 

その結果、当連結会計年度において特別利益は803百万円（前年同期はゼロ）となりました。 

特別損失は、主に子会社のProminence Investments保有の投資有価証券評価損44百万円を計上いたしました。 

その結果、当連結会計年度において特別損失は68百万円（前年同期は４百万円）となりました。 

 

(2）キャッシュ・フロー

 当連結会計年度末におけるキャッシュ・フローの状況は、現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結 

会計年度末と比較し756百万円減少し、1,142百万円となりました。

 営業活動によるキャッシュ・フローは、1,407百万円の減少（前年同期は508百万円の減少）となりました。これは主

に税金等調整前純利益276百万円を計上したものの、一方で投資有価証券売却益の計上730百万円、長期貸付金の増加700

百万円、有価証券の増加488百万円、および売上債権の増加220百万円、仕入債務の減少141百万円があったためです。

 投資活動によるキャッシュフローは、581百万円の減少（前年同期は12百万円の減少）となりました。これは主に、関

係会社株式の取得による支出767百万円、投資不動産の売却による収入200百万円があったためです。

 財務活動によるキャッシュフローは、1,245百万円の増加（前年同期は1,805百万円の増加）となりました。これは新

株予約権の行使による株式の発行による収入795百万円、短期借入による収入450百万円があったためです。
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２【仕入、受注及び営業の状況】

(1）仕入実績

 当連結会計年度の仕入実績は次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

投資事業 1,721,622 △18.09

合計 1,721,622 △18.09

（注）なお、仕入実績は請負工事に係るものであります。

 

(2）受注実績

 当連結会計年度の受注実績は次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

投資事業 2,844,711 3.7 1,315,483 34.5

（注）なお、受注実績は請負工事に係るものであります。

 

 (3）営業実績

 当連結会計年度のセグメント別売上高は次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

投資事業 2,776,356 0.5 

合計 2,776,356 0.5 

 （注）1．最近２連結会計年度における主な相手先別の営業実績及び当該営業実績の総営業実績に対する割合は次のと

おりであります。

相手先

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ジャパンリアルエステイト㈱ － － 423,600 15.3

日本国土開発㈱ － － 346,981 12.5

ミサワホーム東海㈱ 610,330 22.1 18,293 0.7

㈱カーマ 409,876 14.8 － －

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

- 10 -

2016/06/30 13:05:58／16199541_アジア開発キャピタル株式会社_有価証券報告書（通常方式）



３【対処すべき課題】

① 継続企業の前提の疑義解消

 当社グループは、前連結会計年度まで９期連続して経常損失および親会社株主に帰属する当期純損失を計上しておりま

す。当連結会計年度においては538百万円の営業損失を計上し、また営業キャッシュ・フローは1,407百万円のマイナスと

なっております。一方、当社が保有する同仁医療産業集団有限公司の出資持分を、香港証券取引所上場企業China 

Medical & HealthCare Group Limited（以下、「CMH」といいます。）の間接完全子会社であるJoin Capital Limitedに

譲渡し、特別利益として730百万円の投資有価証券売却益が発生した結果、237百万円の親会社株主に帰属する当期純利益

を計上しております。しかしながら、当該譲渡の対価支払はCMH株式の交付によってなされ、また、当該株式は譲渡日か

ら２年間は売却できないロックアップ条項が設けられているため、現金化するには時間と不確実性を伴います。このた

め、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

 当該重要事象等を解消し、または改善するための対応策等につきまして、「注記事項（継続企業の前提に関する事

項）」に記載しております。当社グループは、当該対応策を着実に行うことにより、できるだけ早期に継続企業の前提の

疑義を解消することが最重要課題であると認識しております。

② 経営基盤の確立等

 当社グループは、安定的にキャッシュ・フローを生み出す収益基盤の確立を通じて財務基盤を強化することが最大の経

営課題であると認識しております。その実現のためには、すぐれた人材を確保することが重要であり、企業投資および不

動産投資等の知識や経験、投資案件の発掘における人的ネットワーク、さらには投資先事業の経営および運営に必要な能

力を有する人材の確保・育成を進めてまいります。

 

４【事業等のリスク】

当社グループの経営成績および財政状態等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、提出日現在において当社グループが判断したものであり、当社グループの

事業等に関するリスクを全て網羅するものではありません。

① 事業戦略について

当社グループが計画する事業戦略や事業展開は、主に投資によるものであり、当初の計画が予定通りに遂行できる保

証はありません。企業買収、企業提携その他必要な行為を行い、または有効な対策を講じるのが遅れた場合、あるいは何

らかの理由によりこれらを実行し得なかった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

② 事業内容について

投資事業におきましては、対象企業を取り巻く事業環境の変化や投資先内部の経営環境の変化が、その投資資金の回

収スケジュールに影響を及ぼす可能性があり、期待した利益をあげられる保証はありません。また、商品有価証券（売買

目的有価証券）の運用損益（評価損益）については、購入対象となった上場会社の株価変動が、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。

③ 資金調達について

当社グループは、事業活動に必要な資金の調達を、金融機関からの借入による間接金融と増資等の直接金融により行

っていますが、株式市況の変動や金利の上昇等が、当社グループの資金調達計画や業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

④ 海外事業について

当社グループは、アジア諸国において投資事業を展開することを基本戦略としているため、為替レートの変動が、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループが営業を行う地域における経済成長の鈍化、不

安定な政治・経済情勢、投資活動に影響する法律や政策、取引慣行等が、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

⑤ 新株式の発行による株式価値の希薄化について

当社は、平成27年２月18日に開催された臨時株主総会にて承認を受け、同年２月25日に、第三者割当による新株式

（発行株式数は52,000,000株、発行価額は1株当たり13円）、第10回新株予約権（発行個数は315,000個、発行株式数は

315,000,000株、行使価額は１株当たり20円）および第11回新株予約権（発行個数は30,000個、発行株式数は30,000,000

株、行使価額は１株当たり30円）を発行いたしました。

第10回新株予約権は平成28年３月期末までに60,700個（60,700,000株）が行使され、35,000個（35,000,000株）が消

却された結果、同期末現在の未行使分は219,300個（219,300,000株）です。また、第11回新株予約権は同期末までに行使

実績はなく、30,000個（30,000,000株）全てが消却された結果、同期末現在の未行使分はありません。同期末における発

行済株式総数は396,835,456株であり、未行使の第10回新株予約権が全て行使され219,300,000株の新株が発行された場合

には、上記発行済株式総数の55.26％に当たります。これにより、当社株式の１株当たりの株式価値および持分割合が希

薄化し、当社株価に影響を及ぼす可能性があります。
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⑥ 継続企業の前提に関する重要事象等 

当社グループは、前連結会計年度まで９期連続して経常損失および親会社株主に帰属する当期純損失を計上しており

ますが、当連結会計年度においては、538百万円の営業損失を計上したものの、当社が保有する同仁医療産業集団有限公

司の出資持分を、香港証券取引所上場企業China Medical & HealthCare Group Limited（以下、「CMH」といいます。）

の子会社であるJoin Capital Limitedに譲渡し、特別利益として730百万円の投資有価証券売却益が発生した結果、237百

万円の親会社株主に帰属する当期純利益を計上しております。しかしながら、当該譲渡の対価支払はCMH株式の交付によ

ってなされ、また、当該株式は譲渡日から2年間は売却できないロックアップ条項が設けられているため、現金化するに

は時間と不確実性を伴います。これを含め、引き続き、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存

在しております。

当該重要事象等を解消し、または改善するための対応策等につきまして、「注記事項 （継続企業の前提に関する事

項）」に記載しておりますが、その対応策については実施途上であり、今後の事業環境や経済情勢によっては意図した効

果が得られない可能性もあるため、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

 

５【経営上の重要な契約等】

（提出会社） 

・固定資産の譲渡契約 

当社は平成27年５月１日において、国内の事業法人１社との間で当社所有の投資用不動産売却契約を締結いたしま

した。その概要は以下の通りであります。 

（1）譲渡資産の内容 

赤坂タワーレジデンス トップオブザヒル 3601号室（投資用不動産） 

（2）損益に与える影響額 

・譲渡価額 200百万円（税抜） 

・帳簿価額 127百万円 

・譲渡益 72百万円 

（3）譲渡先の概要 

国内の事業法人１社（資本金：約500百万円） 

 

・株式の取得契約 

当社は平成27年５月27日において、海外法人との間でフィリピン証券取引所上場企業１社の株式取得契約を締結い

たしました。その概要は以下の通りであります。 

（1）取得会社の概要 

①会社名・・・Mabuhay Holdings Corporation（フィリピン証券取引所上場） 

②事業内容・・・投資業 

③資本金・・・975,534千フィリピンペソ 

（2）株式取得先の概要 

①会社名・・・Year Champion Investments Limited 

②事業内容・・・投資持株会社 

③資本金・・・１USドル 

（3）取得株式数，取得価額の状況 

①取得株式数・・・358,242,000株（取得後株式所有割合：39.1％、持分法適用関連会社） 

②取得価額・・・760百万円（その他関連費用15百万円） 

 

・債権の譲受契約 

当社は平成27年６月24日において、当社の持分法適用関連会社であるMabuhay Holdings Corporation（以下、

「MHC」といいます。）およびその関連会社であるMindanao Appreciation Corporation（以下、「MAC」といいま

す。）に対する金銭消費貸付債権の譲受契約を締結いたしました。その概要は以下の通りであります。 

（1）取得債権の概要（平成27年６月25日取得時） 

①MHCに対する金銭債権・・・899百万円（原債権3,977,250米ドルおよび25,228,605香港ドル、利息および延滞

金含む） 

②MACに対する金銭債権・・・70百万円（原債権562,109米ドル、利息および延滞金含む） 

（2）債権譲渡人の概要 

①会社名・・・Join Capital Limited 

②事業内容・・・貸金業 

③資本金・・・2香港ドル 
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・出資持分の売却契約 

当社は平成27年９月16日の取締役会決議を受けて、平成27年10月13日において、香港証券取引所上場企業である

China Medical & HealthCare（旧社名 COL Capital Limited（以下、「COL」といいます。））の間接完全子会社であ

るJoin Capital Limitedとの間で、当社所有の同仁医療産業集団有限公司の出資持分譲渡契約を締結いたしました。

その概要は以下の通りであります。 

 (1）譲渡資産の内容 

連雲港嘉泰建設工程有限公司（Jiatai）に対する出資持分2.41％ 

 (2）損益に与える影響額 

①譲渡価額 約951百万円（香港証券取引所上場企業であるCOLの株式110,167,125株を対価として受取り、譲渡

日の株価および為替相場で計算） 

②帳簿価額 221百万円 

③譲渡益 730百万円 

④持分譲渡日（COL株式割当日） 平成27年12月16日 

 (3）譲渡先の概要 

Join Capital Limited（同社はCOLの間接完全子会社であり、実質的な譲渡先はCOLであります） 

 (4）その他 

COL株式にはロックアップ条項が設けられており、当社は、譲渡契約締結から24ヵ月の間は当該株式を売却する

ことはできません。 

 

・金銭消費貸借契約書 

当社は平成28年3月16日において、当社の持分法適用関連会社である㈱トレードセブンとの間で金銭消費貸借契約を

締結いたしました。その概要は以下の通りであります。 

（1）金銭消費貸借契約の概要（平成28年３月31日現在） 

  貸付金700百万円・・・毎月末に利息回収、年利15％（元本返済期日 平成31年３月15日） 

（2）貸付金の目的 

  安定的キャッシュフローを生み出す資産取得のため 

 

（連結子会社） 

  該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

 特記すべき事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

 当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。文

中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

 当社の経営陣は、特に以下の重要な会計方針又は見積りが、当社の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす

と判断しております。

① 完成工事高の計上基準

当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適用し、その他の

工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事の当期末における進

捗度の見積りは、原価比例法によっております。 

② 販売用不動産 

 個別法による原価法を採用しております。貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

よっております。 

③ 有価証券、営業投資有価証券、投資有価証券の評価 

 当社グループにおいて投資事業は重要な位置を占めており、投資の評価にあたっては重要な判断と見積りがなさ

れております。 

 市場性のある売買目的有価証券は流動資産における「有価証券」として保有し、市場価額で公正に評価し評価差

額を当期の営業損益に計上することとしております。 

 M＆A目的有価証券は流動資産における「営業投資有価証券」として保有し、市場性のあるものについては市場価

額で公正に評価し、評価差額を当期の純資産の部における「その他有価証券評価差額金」と負債の部における「繰

延税金負債」に計上することとしております。 

 また、未公開企業の有価証券については、固定資産における「投資有価証券」として計上しており、特に業績が

著しく悪化した投資先においては、将来の回復可能性を考慮しマネジメントの判断により公正価額まで評価損を計

上する方針としています。

④ 長期貸付金

 将来の成長機会を見据えて事業会社への中長期的な貸付を行い、安定的な利息収入を得ることを目的として、そ

の収入は売上計上することとしております。

⑤ 貸倒引当金

 連結会計年度末日の債権債務残高に対する貸倒れに備えるため、一般債権については過年度の貸倒実績率を基礎

とした将来の貸倒見積率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

 

(2）経営成績の分析

「第２ 事業の状況 １業績等の概要 (1)業績」と同様であります。

 

(3）財政状態の分析 

① 資産 

 当連結会計年度末の総資産につきましては、前連結会計年度に比べ1,338百万円（39.5％）増加し、4,726百万円

となりました。

 主な増減は、長期貸付金の増加700百万円、関係会社株式の増加636百万円、関係会社長期債権の増加478百万

円、有価証券の増加488百万円、投資有価証券の増加365百万円、一方で、現金及び預金の減少756百万円、当社お

よびデザイア株式会社における投資不動産、販売用不動産の減少269百万円であります。

② 負債 

 当連結会計年度末の負債につきましては、前連結会計年度末に比べ628百万円（99.2％）増加し、1,262百万円と

なりました。

 主な増減は、短期借入金の増加839百万円、株式会社六合における工事未払金の減少141百万円および未成工事受

入金の減少86百万円であります。

③ 純資産 

 当連結会計年度末の純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ710百万円（25.8％）増加し、3,463百万円

となりました。

 主な増減は、新株予約権の権利行使に伴う資本金及び資本剰余金の増加801百万円、親会社株主に帰属する当期

純利益の計上による利益剰余金の増加237百万円、その他有価証券評価差額金の減少277百万円、為替換算調整勘定

の減少61百万円等であります。
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(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況におきましては、新株予約権の権利行使および短期借入金等で財務

活動により獲得した資金は1,245百万円となりました。一方これら獲得した資金について、関係会社株式および関

係会社債権の取得による支出、長期貸付金による支出、また有価証券の取得等を行った結果、現金及び現金同等物

は、前連結会計年度末と比較し756百万円減少し、当連結会計年度末には1,142百万円となりました。 

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因についての分析

 当社グループが計画する事業戦略や事業展開は、主に投資によるものであり、当初の計画が予定通りに遂行でき

る保証はありません。企業買収、企業提携その他必要な行為を行い、あるいは有効な対策を講じるのが遅れた場

合、または何らかの理由によりこれらを実行し得なかった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

 

(6）経営戦略の現状と見通し

 当社グループは、安定的にキャッシュ・フローを生み出す収益基盤の確立を通じて財務基盤を強化することが最

大の経営課題であると認識しており、その実現のために、企業投資および不動産投資等の知識や経験、投資案件の

発掘における人的ネットワークの拡充、さらには投資先事業の経営および運営に必要な能力を有する人材の確保・

育成を進めてきましたが、これまで思わしい成果が上がっておりませんでした。

 また、従来の社内の内部管理および内部統制に係る体制も不十分であり、社内情報共有体制の強化、管理制度の

再構築やガバナンス体制の強化が急務の課題となっておりました。

 当社は、このような認識を踏まえ、当社の経営体制の刷新と再構築を図るために、平成28年1月、国内の広範な

業界への人脈と豊富な投資・金融事業の経験を有する網屋信介を、新たな代表取締役社長に選定いたしました。

 当社は、網屋のリーダーシップの下で経営再建と財務基盤の強化を進めております。網屋が有する広範な業界へ

の人脈と様々な経営戦略、財務戦略、企業ガバナンスに関する知見・ノウハウを獲得することで、今後の投資事業

に関する案件ソーシングの質および量の飛躍的な拡大とともに、当社の経営戦略遂行能力と内部管理体制の更なる

改善・向上が可能になり、結果的に当社の中長期的な利益成長につながるものと考えております。

また、当社は、新たな経営体制の下で、実現可能性が高く安定的な収益の確保を実現できる事業分野への経営

資源の徹底した集中を行うべく、経営戦略についても新たな方針を定めることとしました。

具体的には、経営方針として、従来から目標として掲げている安定的なキャッシュ・フローを生み出す収益基

盤の確立を通じた財務基盤の強化に加え、高い収益率を実現する投資案件の厳選と遂行、厳格なコスト管理、企業

ガバナンス体制の向上、および国内金融市場での多様な手法による調達を可能にする財務基盤と経営状態の確立、

をその目標に掲げます。また、事業戦略として、投資業務、不動産投資事業、事業アドバイザリーの従来の事業に

加え、金融事業についても主な柱として掲げていく方針です。

加えて、内部統制システムの実効性の確保、内部監査の拡充、リスク管理体制の改善・向上、および社内の情

報共有システムの質的改善やガバナンス体制の強化についても重要な経営課題として取り組んでおり、組織、人事

制度、社内規程等の抜本的な見直しを実施しております。

 

なお、平成27年2月から取り組んできたインドネシアにおける地熱発電事業につきましては、発電プロジェクト

の出資持分取得に関する交渉に目ぼしい進展がなかったことに加え、原油価格を中心とする資源価格の低迷という

悪条件も発生していることから、当該事業に経営資源を継続して投入するよりも、新たな事業または案件の発掘と

遂行に注力する方が、収益基盤の早期の確立という観点から望ましいものと判断し、平成28年3月11日付で撤退す

ることを決定いたしました。

 

当社グループの主な事業の現状は下記の通りです。

 

① Mabuhay Holdings Corporationとの協業

 当社持分法適用関連会社Mabuhay Holdings Corporation（以下、「MHC」といいます。）は、フィリピン証券取

引所に上場する投資会社です。

 MHCは同じくフィリピン証券取引所に上場する不動産開発会社IRC Properties Inc.（以下、「IRC」といいま

す。）の株式の約30％を保有しております（間接保有を含みます）。IRCは、マニラ郊外のBinangonan地方に2,200

ヘクタールの土地を所有しており、3つの宅地開発プロジェクト（Sunshine Fiesta, Fiesta Casitas, Casas 

Aurora）を進行中です。

 当社は、MHCの株式を取得することにより、同社の大株主としての立場から、IRCに対してビジネスパートナーと

なりうる日本企業を紹介し、両社間のジョイントベンチャー等を提案・推進することにより、IRCおよびMHCの企業

価値を増大させ、投資収益を得ることができると判断し、平成27年6月3日付で、MHCの株式の39.07％を取得いたし

ました。
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 また、当社は、同25日付で、香港企業Join Capital LimitedがMHCおよびMHC関連会社Mindanao Appreciation 

Corporationに対して有する貸付債権を取得しております。当該債権からは、当年度において約221百万円の利息収

入を得ており、来年度以降も、利息収入に加えて債権回収益の計上が期待できます。

 今後は、当社が日本やアジアで培ってきた人的ネットワークとMHCが保有するフィリピン国内における投資ノウ

ハウやIRCの宅地開発プロジェクトを組み合わせることで、さらなる収益向上に努めてまいります。

 

② 株式会社六合への事業資金の投融資

 当社子会社・株式会社六合は愛知県名古屋市に本社を置く建設会社であり、建築土木の設計・監理・施行等を行

っております。

 投融資資金の使途としては、下記を想定しております。

Ⅰ デベロッパー（分譲マンション業者）案件の受注

 デベロッパー案件の受注は大きな資金負担を伴いますが、売上高・利益への貢献、知名度・信用度の向上と

いった大きなメリットがあり、耐震技術、最新設備等、施工管理技術の向上のためにも不可欠です。また、ボ

リューム効果と受注高安定により、協力業者の価格単価も低下することが期待できます。

Ⅱ 大型商業施設案件の受注

最初に入金する必要がある金額が高額となるため、現状では、資金面での制約から、受注を断念するか、他

社とジョイントベンチャーを組み、一部資金を負担して頂くことにより、売上高・利益を折半して受注してお

ります。単独受注が可能となれば、売上高・利益への貢献、知名度・信用度の向上につながるとともに、その

他一般案件の受注にも有利に働くといった相乗効果が期待できます。

Ⅲ 収益物件の確保

建設業の特徴である景気変動からの影響を最小限に抑えるため、賃貸住宅、事業用借地等の取得を行い、売

上高の増加と安定を図ります。また、これら物件の所有により、建物・ビル管理業務を自社で行うことが可能

となり、新事業進出の足掛かりとなります。さらに、中古分譲マンションの一室を取得し、リノベーションに

より付加価値を付けて売却するといった短期転売事業を行うことも考えております。

 

③ デザイア株式会社への事業資金の投融資

 当社子会社・デザイア株式会社は不動産仲介・販売会社であり、不動産の仲介・取得・販売を行っております。

平成27年7月以降は、特に不動産仲介ビジネスに注力し、営業活動を行ってまいりました。

 具体的には、国内系不動産仲介企業等と合同で、アジア圏の顧客を開拓し、物件売買の仲介につなげることを目

的に、海外現地において日本不動産セミナーを開催いたしました。

 しかしながら、今後の事業展開については、中国経済状況の悪化や国内不動産価格の上昇など、不透明性が増大

しているため、事業戦略の見直しを行うことを検討しております。

投融資資金の使途としては、不動産取得費用、マーケティング費用および運転資金を想定しております。

 

④ 金融業への投融資

当社は、平成28年3月、新たな事業戦略の柱である金融事業の一環として、質屋・古物買取販売事業を営む株式

会社トレードセブン（以下、「トレードセブン」といいます。）の35％の議決権を取得し、同社を持分法適用関連

会社とするとともに、同社に対して7億円の貸付を行いました。

トレードセブンは、昭和43年の創業以来40年超に渡り営業を展開してきた質屋事業を基盤に、多様な取扱商品を

対象に、法人向け・個人向け両面において質屋・古物買取販売事業を展開しております。

当社は、トレードセブンの関連会社化を通じて質屋・古物買取販売事業に進出するとともに、同社への貸付を含

む資金提供等を行い、当該事業を当社グループの有力な国内投融資事業の一角として育成していくことを目指しま

す。

本件貸付による700百万円は、トレードセブンによる新規店舗出店や、質預かりによる貸付事業（特に法人向

け）の拡大に充当される予定です。

 

⑤ 事業拡大のためのM&Aおよび有価証券・不動産投資 

当社は、日本とアジアをつなぐ架け橋となる事業の実践を目的としており、その一環としてのM&Aおよび有価証

券・不動産投資を想定しております。

投資資金の使途としては、下記を想定しております。

Ⅰ M&A

 (1)非製造業、(2)早期にキャッシュ・フローを見込める、(3)アジア進出もしくはアジア企業との協業を目

指している、などの条件に合致する日本企業の株式を取得し、連結子会社化または持分法適用会社化いたしま

す。当社のアジアに関するネットワークを活用し、日本とアジアをつなぐビジネスの創造や企業価値の向上を目

指します。
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Ⅱ 有価証券投資

アジア企業、またはアジアビジネスに関連する日本企業の株式を主な対象として、連結子会社化および持分

法適用会社化のいずれも前提としない純投資目的の有価証券投資を行います。しかしながら、中国を中心とする

アジア新興国の経済環境が不透明なことから、かかる投資については、社内において慎重な調査を行い、銘柄を

選定することといたします。

Ⅲ 不動産投資

当面は、上記①のフィリピンにおける宅地開発を中心として、その完成およびプロジェクトの成功にリソー

スを集中することとし、アジア新興国の経済環境が好転するまで、新たな投資を抑制し、当社にとって経済的に

有効かつ当社業績に大きく寄与すると判断される案件のみを厳選して投資する方針です。

 

(7）経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社グループは、前連結会計年度まで９期連続して経常損失および親会社株主に帰属する当期純損失を計上してお

りますが、当連結会計年度においては、538百万円の営業損失を計上し、また営業キャッシュ・フローは1,407百万円

のマイナスとなっております。一方、当社が保有する同仁医療産業集団有限公司の出資持分を、香港証券取引所上場

企業China Medical & HealthCare Group Limited（以下、「CMH」といいます。）の子会社であるJoin Capital 

Limitedに譲渡し、特別利益として730百万円の投資有価証券売却益が発生した結果、237百万円の親会社株主に帰属

する当期純利益を計上しております。しかしながら、当該譲渡の対価支払はCMH株式の交付によってなされ、また、

当該株式は譲渡日から2年間は売却できないロックアップ条項が設けられているため、現金化するには時間と不確実

性を伴います。このため、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社グループは、当該状況を解消、または改善するため、以下の対応策を講じてまいります。 

①優良な投資案件の選定と実行 

当社は、日本およびアジアを中心とする地域における貢献を標榜し、投資事業を柱とした事業創造を行ってま

いりました。今後も、これまで培ってきた中国ビジネスパートナーたちの知識・経験・人脈を活用して、日本、

中国のみならず、中国本土の投資家や華僑などが投資ターゲットとしているアジア諸国において、当社グループ

に経常的な利益、キャッシュ・フローをもたらす優良な投資案件を選定し、積極的な投資を行うことにより、当

社グループの収益基盤の安定化、財務体質の強化を図ってまいります。 

②財政状態の改善 

当社は、財政状態の改善を図るべく、当連結会計年度において、第９回新株予約権の行使により27,543千円、

第10回新株予約権の行使により774,000千円を調達するとともに、Sun Hung Kai Financialからの借入により

27,341千香港ドル（400,000千円）を調達しております。今後も引き続き、運転資金を確保した上で、上記の投資

を実施するため、株式、新株予約権による直接調達、金融機関等からの借入による間接調達、投資不動産の売却

等、各種の資金調達の可能性を検討し、財政状態の健全化を図ってまいります。 

③子会社および関連会社の収益力の強化 

子会社である株式会社六合は、原価管理を徹底しながら受注の拡大に努め、更なる収益力の向上を図ってまい

ります。また、持分法適用関連会社であるMabuhay Holdings Corporationにおいては、同社関連会社IRC 

Properties Inc.による宅地開発事業を推進してまいります。同じく持分法適用関連会社である株式会社トレード

セブンについては、当社グループの新たな収益源へと育成すべく、追加資金の投入も検討してまいります。 

④経費削減 

当社グループは、収益基盤の改善を進めるために、組織体制の見直しを行い、事業活動の効率化を図るととも

に、人件費等を含む経費の削減に取り組み、事業運営コスト削減を徹底して行い、更なる収益力の強化に努めて

おります。今後もこの方針を継続していく所存です。 
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

 当連結会計年度において、当社所有の投資用不動産である赤坂タワーレジデンスにつきまして、平成27年５月１日

付で売買契約を締結し、同年５月28日付で決済が完了いたしました。これに伴い72百万円の投資不動産売却益を計上

しております。 

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

 当社における主要な設備は次のとおりであります。

平成28年３月31日現在 
 

事業所名 
（所在地） 

セグメント
の名称 

設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数 

（人） 
建物及び
構築物 
（千円） 

機械装置
及び運搬
具 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

ストロング赤坂ビル 

（港区赤坂）（注）1.2 
投資事業 本店事務所 － － 

－ 

（－） 
－ － 10 

（注）１ 当社の固定資産については全額減損処理を実施しております。

 ２ 賃借している営業所、事務所

名称 賃借料（千円／年）

ストロング赤坂ビル 1,550 

 

(2）国内子会社

会社名 
事業所名 

（所在地） 
セグメント
の名称 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

㈱六合 

錦ＳＩＳビル 

（愛知県名古屋市） 

（注）1.2 

投資事業 本店事務所 1,008 5,377 
40 

（1.27） 
1,388 7,814 29 

 （注）１ 帳簿価額「その他」欄の主なものは器具備品であります。

 ２ 賃借している営業所、事務所

名称 賃借料（千円／年）

錦ＳＩＳビル 11,742 

 

(3）在外子会社

該当事項はありません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度末現在において重要な設備の新設及び除却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 940,000,000

計 940,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（平成28年３月31日）
提出日現在発行数（株）
（平成28年６月29日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 396,835,456 396,835,456
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 396,835,456 396,835,456 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

  会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。
  ①第三者割当による新株予約権発行（第10回新株予約権）

 
事業年度末現在

（平成28年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成28年５月31日）

新株予約権の数（個） 219,300 219,300

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 219,300,000 219,300,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）1 20 同左

新株予約権の行使期間
平成27年２月25日から
平成32年２月24日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格（円） 

１株につき20 同左 

 同上の場合の資本繰入額（円）

会社計算規則第40条第１項に従

い算出される資本金等増加限度

額の２分の１の金額とし、計算

の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げる

ものとする。

同左

 新株予約権の行使の条件
各本新株予約権の一部行使はで
きないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するときは取

締役会の承認を要するものとす

る。

同左

任意取得条項          （注）２ 
新株予約権の取得について別途

定めるものとする。 
同左 

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
― ―

 （注）１. 新株予約権の行使時の払込金額
 行使価額の調整 

 新株予約の割当後、当社が時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合、または株式分割
等の事由により当社普通株式数に変更を生じる場合または変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算
式により行使価額を調整する。

       
既発行普通株式数 ＋

交付普通株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数

  また、行使価額は、株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割または当社
を完全親会社とする株式交換のために行使価額の調整を必要とするとき等において、当社は当社が適切と考
える方法により行使価額の調整を行うものとする。
 

   ２. 任意取得条項

当社は、本新株予約権の払込期日の翌日以降、会社法第273条第2項（残存する本新株予約権の一部を取得す
る場合は、同法第273条第2項及び第274条第3項）の規定に従って、当取締役会が定める取得日の2週間前まで
に通知又は公告を行った上で、当該取得日に残存する本新株予約権の一部又は全部を無償で取得することがで
きる条項を定めています。 
なお、平成28年3月11日付当社取締役会において地熱発電事業からの撤退が決議承認され、これに関連し、

当該事業にかかる資金調達の必要性がなくなったことから、Honour Venture Limitedに割当てられていた第10
回新株予約権35,000個につきまして、平成28年3月31日付で取得消却いたしました。 
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 ②平成18年６月29日定時株主総会決議（役員に対するストックオプション）

 
事業年度末現在

（平成28年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成28年５月31日）

新株予約権の数（個） 1,000 1,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 100,000 100,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※（注）１株につき  16 同左

新株予約権の行使期間
平成23年11月30日から

平成28年11月29日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   １株につき16

資本組入額  １株につき８
同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当てを受け

た者は、権利行使時におい

ても、当社または当社子会

社の取締役、執行役員、監

査役、顧問または従業員そ

の他これに準ずる地位にあ

ることを要す。ただし、任

期満了による退任、定年退

職その他これに準ずる正当

な理由のある場合はこの限

りではない。

② 新株予約権の割当てを受け

た者が死亡した場合は、そ

の死亡時において本人が行

使しうる株式数を上限とし

て６ヶ月以内（但し、新株

予約権の行使期間の末日ま

でとする。）に相続人の行

使を認める。

③ その他の新株予約権の行使

の条件については、当社取

締役会において別途定める

ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するときは取

締役会の承認を要するものとす

る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
― ―

※（注） 行使価額の調整

新株予約権の割当て後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割（又は併合）の比率

また、新株予約権の割当て後、当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式の処分をする場合（時

価発行として行う公募増資及び新株予約権の行使により新株を発行もしくは自己株式を交付する場合は除く）

は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

なお、自己株式の処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式

数」は「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。

       
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他行使価額の調整を必要とする場合に、

合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができる。
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 ③平成23年６月29日定時株主総会決議（従業員に対するストックオプション）

 
事業年度末現在

（平成28年３月31日）
提出日の前月末現在

（平成28年５月31日）

新株予約権の数（個） 685 685

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 68,500 68,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※（注）１株につき  16 同左

新株予約権の行使期間
平成23年11月30日から

平成28年11月29日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   １株につき16

資本組入額  １株につき８
同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当てを受け

た者は、権利行使時におい

て、当社の従業員並びに当

社子会社の取締役、監査役

及び従業員その他これに準

ずる地位にあることを要す

る。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職その他こ

れに準ずる正当な理由のあ

る場合はこの限りでない。

② 新株予約権の割当てを受け

た者が死亡した場合は、そ

の死亡時において本人が行

使しうる株式数を上限とし

て６ヶ月以内（但し、新株

予約権の行使期間の末日ま

でとする。）に相続人の行

使を認める。

③ その他の条件については、

本株主総会決議および取締

役会決議に基づき、当社と

対象者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」

に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するときは取

締役会の承認を要するものとす

る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
― ―

※（注） 行使価額の調整

新株予約権の割当て後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（又は併合）の比率

また、新株予約権の割当て後、当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式の処分をする場合（時

価発行として行う公募増資及び新株予約権の行使により新株を発行もしくは自己株式を交付する場合は除く）

は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

なお、「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式の総数から当社普通株式にかかる自己株式数

を控除して得た数とし、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、次の算式における「新規発行

株式数」を「処分自己株式数」に読み替えるものとする。

       
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他行使価額の調整を必要とする場合に、

合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができる。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成24年2月24日

（注） １
80,000 174,863 400,000 3,700,000 400,000 400,000

 平成24年3月

 （注）２
9,496 184,359 147,946 3,847,946 147,946 547,946

 平成24年4-6月

 （注）３
17,760 202,120 265,990 4,113,936 265,990 813,936

 平成24年7月2日

 （注）４
999 203,120 14,994 4,128,931 14,994 828,931

 平成24年7月29日

 （注）５
－ 203,120 △2,057,946 2,070,984 △547,946 280,984

 平成24年9月-平成25

年3月

 （注）６

26,581 229,701 199,626 2,270,611 199,626 480,611

 平成25年4月16日

 （注）７
5,500 235,201 41,250 2,311,861 41,250 521,861

平成26年4月-平成27

年2月24日

 （注）８

37,863 273,064 284,622 2,596,483 284,622 806,483

 平成27年2月25日

 （注）９
52,000 325,064 338,000 2,934,483 338,000 1,144,483

 平成27年3月

 （注）10
31,103 356,168 283,724 3,218,208 283,724 1,428,208

平成27年4-5月

 （注）11
40,667 396,835 400,771 3,618,980 400,771 1,828,980 

（注）１.第三者割当増資

発行価格        １株につき 10円

資本組入額       １株につき 5円

割当先            Itso Limited

                  Victory Domain Limited

                  のぞみ1号投資事業有限責任組合

２.新株予約権の権利行使によるものであります。

３.新株予約権の権利行使によるものであります。

４.新株予約権の権利行使によるものであります。

５.平成24年６月28日開催の定時株主総会決議にもとづき、資本金および資本準備金をそれぞれ減少し、その他資

本剰余金へ振替えました。

６.新株予約権の権利行使によるものであります。

７.新株予約権の権利行使によるものであります。

８.新株予約権の権利行使によるものであります。

９.第三者割当増資

発行価格  １株につき13円 

資本組入額 １株につき6.5円 

割当先    Sun Hung Kai Strategic Capital Limited  20,000,000株 

      Victory Domain Limited          22,000,000株 

         Honour Venture Limited          10,000,000株 

10.新株予約権の権利行使によるものであります。

11.新株予約権の権利行使によるものであります。
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12.平成23年12月22日提出の有価証券届出書（新株予約権）、平成25年８月９日提出の四半期報告書および平成26

年12月18日提出の有価証券届出書に記載した第９回新株予約権の「手取金の使途」については、平成27年５月

27日開催の取締役会において変更を決議しましたが、平成27年11月18日開催の取締役会において、平成27年５

月27日の変更内容について、同日に遡及して下記の通り一部訂正を決議しております。 

13.平成26年12月18日提出の有価証券届出書に記載した新株式の「手取金の使途」については、平成27年11月18日

開催の取締役会において、平成27年６月25日に遡及して下記の通り変更を決議しております。また、平成28年

３月11日開催の取締役会において、下記の通り変更を決議しております。 

14.平成26年12月18日提出の有価証券届出書に記載した第10回新株予約権の「手取金の使途」については、平成27

年６月25日開催の取締役会において変更を決議しましたが、平成27年11月18日開催の取締役会において、平成

27年６月25日の変更内容について、同日に遡及して下記の通り一部訂正を決議しております。また、平成28年

３月11日開催の取締役会において、下記の通り変更を決議しております。なお、平成28年３月11日開催の取締

役会において、第10回新株予約権の一部35,000個（35,000,000株分）を同年３月31日付で取得・消却する旨を

決議し、同日付で実施しております。平成28年３月11日変更後の「手取金の使途」は、当該取得・消却を反映

したものです。 

 

 

変更の内容（第９回新株予約権）（平成27年５月27日取締役会決議、ただし同年11月18日取締役会決議にて一部訂正） 

変更箇所は、下線を付しております。 

（変更前） 

具体的な資金使途 金額（百万円） 支出予定時期 

事業運転資金（424百万円） 

・人件費及び経費（424百万円） 

海外投資資金（346百万円） 

・アジア・中国・大洋州におけるM&Aおよび不動産開発プロジェクトへの投資

（346百万円） 

国内投融資資金（420百万円） 

・M&Aおよび不動産開発プロジェクトへの投融資（410百万円） 

・小売業への投融資（10百万円） 

1,200 

（1,190） 

平成24年２月 

～ 

平成27年12月 

（注）上表中、調達予定金額のカッコ内は、手取概算額です。 

 

（変更後） 

具体的な資金使途 金額（百万円） 支出予定時期 

事業運転資金（424百万円） 

・人件費及び経費（424百万円） 

海外投資資金（558百万円） 

・アジア・中国・大洋州におけるM&Aおよび不動産開発プロジェクトへの投資

（558百万円） 

国内投融資資金（208百万円） 

・M&Aおよび不動産開発プロジェクトへの投融資（198百万円） 

・小売業への投融資（10百万円） 

1,200 

（1,190） 

平成24年２月 

～ 

平成27年12月 

（注）上表中、調達予定金額のカッコ内は、手取概算額です。 
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変更の内容（新株式）（平成27年11月18日取締役会決議にて同年６月25日に遡及して変更） 

変更箇所は、下線を付しております。 

（変更前） 

具体的な資金使途 金額（百万円） 支出予定時期 

運転資金（当社人件費・経費）（C） 168 
平成27年２月～ 

平成27年７月 

合弁会社１への出資金（A） 15 
平成27年２月～ 

平成27年３月 

地熱発電事業出資金（合弁会社２への出資金。事業進捗状況や経済環境等に

よっては貸付金とする場合もあり）（B） 
456 平成27年３月 

地熱発電技術およびODA獲得に関するコンサルティングチーム（３名）費用

（D） 
28 

平成27年２月～ 

平成28年３月 

合計（注）１ 667 － 

（注）１．本新株式の発行に係る払込金額の総額676百万円から、本新株式に係る発行諸費用９百万円を控除した額であ

ります。 

２．資金使途の優先順位は、本株式及び本新株予約権のそれぞれに関して、「具体的な資金使途」に付記されたア

ルファベットの順序（Aが最も高い）となります。調達額が減少した場合は、上記優先順位に従って支出を行い

ます。 

３．本資金調達により調達した資金を実際に支出するまでは、当社銀行口座において管理いたします。 

 

（変更後） 

具体的な資金使途 金額（百万円） 支出予定時期 

運転資金（当社人件費・経費）（C） 164 
平成27年２月～ 

平成27年７月 

合弁会社１への出資金（A） 15 
平成27年11月～ 

平成28年３月 

地熱発電事業出資金（合弁会社２への出資金。事業進捗状況や経済環境等に

よっては貸付金とする場合もあり）（B） 
133 

平成27年11月～ 

平成28年３月 

地熱発電技術およびODA獲得に関するコンサルティングチーム（３名）費用

（D） 
1 

平成27年11月～ 

平成28年３月 

Mabuhay Holdings Corporation 等に対する貸付債権取得資金（A） 354 平成27年６月 

合計（注）１ 667 － 

（注）１～３（変更なし） 
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変更の内容（新株式）（平成28年３月11日取締役会決議） 

変更箇所は、下線を付しております。 

（変更前） 

具体的な資金使途 金額（百万円） 支出予定時期 

運転資金（当社人件費・経費）（C） 164 
平成27年２月～ 

平成27年７月 

合弁会社１への出資金（A） 15 
平成27年11月～ 

平成28年３月 

地熱発電事業出資金（合弁会社２への出資金。事業進捗状況や経済環境等に

よっては貸付金とする場合もあり）（B） 
133 

平成27年11月～ 

平成28年３月 

地熱発電技術およびODA獲得に関するコンサルティングチーム（３名）費用

（D） 
1 

平成27年11月～ 

平成28年３月 

Mabuhay Holdings Corporation 等に対する貸付債権取得資金（A） 354 平成27年６月 

合計（注）１ 667 － 

（注）１～３（省略） 

 

（変更後） 

具体的な資金使途 金額（百万円） 支出予定時期 

運転資金（当社人件費・経費）（C） 180 
平成27年２月～ 

平成28年７月 

合弁会社１への出資金（A） 0 
平成27年11月～ 

平成28年３月 

地熱発電事業出資金（合弁会社２への出資金。事業進捗状況や経済環境等に

よっては貸付金とする場合もあり）（B） 
133 

平成27年11月～ 

平成28年３月 

地熱発電技術およびODA獲得に関するコンサルティングチーム（３名）費用

（D） 
0 

平成27年11月～ 

平成28年３月 

Mabuhay Holdings Corporation 等に対する貸付債権取得資金（A） 354 平成27年６月 

合計（注）１ 667 － 

（注）１～３（変更なし） 
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変更の内容（第10回新株予約権）（平成27年６月25日取締役会決議、ただし同年11月18日取締役会決議にて一部訂正） 

変更箇所は、下線を付しております。 

（変更前） 

具体的な資金使途 金額（百万円） 支出予定時期 

運転資金（当社人件費・経費）（B） 482 
平成27年7月～ 

平成29年3月 

地熱発電事業出資金（合弁会社２から運営会社への出資金。事業進捗状況や経

済環境等によっては貸付金とする場合もあり）（A） 
4,523 

平成28年１月～ 

平成31年１月 

地熱発電技術およびODA獲得に関するコンサルティングチーム（６名）費用 

（C） 
144 

平成28年４月～ 

平成31年３月 

株式会社六合事業資金（デベロッパー（分譲マンション業者）案件受注資金、

大型商業施設受注資金、収益物件（賃貸マンション、事業用借地他）取得資

金）（D） 

650 
平成27年２月～ 

平成29年５月 

デザイア株式会社事業資金（東京23区を中心とする不動産投資・開発資金） 

（F） 
100 

平成27年２月～ 

平成29年５月 

事業拡大のためのM&Aおよび有価証券・不動産投資資金（E） 370 
平成27年２月～ 

平成31年12月 

合計（注）１ 6,269  

（注）１．本新株予約権の行使に係る払込金額の総額6,300百万円から、本新株予約権に係る発行諸費用31百万円を控除

した額であります。 

２．資金使途の優先順位は、本株式及び本新株予約権のそれぞれに関して、「具体的な資金使途」に付記されたア

ルファベットの順序（Aが最も高い）となります。本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合、新株予

約権者がその権利を喪失した場合及び当社が取得した新株予約権を消却した場合には、本新株予約権の行使に

よる調達額及び差引手取概算額は減少いたします。なお、上記の理由により、優先順位（A）の地熱発電事業出

資金の一部または全部が調達できない場合も、発電所運営会社に出資を行う投資家を当社が紹介することによ

り、発電事業の遂行は可能であると考えております。発電事業以外の使途に関して調達額が減少した場合は、

上記優先順位に従って支出を行います。 

３．本資金調達により調達した資金を実際に支出するまでは、当社銀行口座において管理いたします。 

 

（変更後） 

具体的な資金使途 金額（百万円） 支出予定時期 

運転資金（当社人件費・経費）（B） 482 
平成27年７月～ 

平成29年３月 

地熱発電事業出資金（合弁会社２から運営会社への出資金。事業進捗状況や経

済環境等によっては貸付金とする場合もあり）（A） 
3,785 

平成28年１月～ 

平成31年１月 

地熱発電技術およびODA獲得に関するコンサルティングチーム（６名）費用 

（C） 
144 

平成28年４月～ 

平成31年３月 

株式会社六合事業資金（デベロッパー（分譲マンション業者）案件受注資金、

大型商業施設受注資金、収益物件（賃貸マンション、事業用借地他）取得資

金）（D） 

550 
平成27年２月～ 

平成29年５月 

デザイア株式会社事業資金（東京23区を中心とする不動産投資・開発資金） 

（F） 
100 

平成27年２月～ 

平成29年５月 

事業拡大のためのM&Aおよび有価証券・不動産投資資金（A） 593 
平成27年２月～ 

平成31年12月 

Mabuhay Holdings Corporation 等に対する貸付債権取得資金（A） 615 平成27年６月 

合計（注）１ 6,269  

（注）１～３（変更なし） 
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変更の内容（第10回新株予約権）（平成28年３月11日取締役会決議） 

変更箇所は、下線を付しております。 

（変更前） 

具体的な資金使途 金額（百万円） 支出予定時期 

運転資金（当社人件費・経費）（B） 482 
平成27年７月～ 

平成29年３月 

地熱発電事業出資金（合弁会社２から運営会社への出資金。事業進捗状況や経

済環境等によっては貸付金とする場合もあり）（A） 
3,785 

平成28年１月～ 

平成31年１月 

地熱発電技術およびODA獲得に関するコンサルティングチーム（６名）費用 

（C） 
144 

平成28年４月～ 

平成31年３月 

株式会社六合事業資金（デベロッパー（分譲マンション業者）案件受注資金、

大型商業施設受注資金、収益物件（賃貸マンション、事業用借地他）取得資

金）（D） 

550 
平成27年２月～ 

平成29年５月 

デザイア株式会社事業資金（東京23区を中心とする不動産投資・開発資金）

（F） 
100 

平成27年２月～ 

平成29年５月 

事業拡大のためのM&Aおよび有価証券・不動産投資資金（A） 593 
平成27年２月～ 

平成31年12月 

Mabuhay Holdings Corporation 等に対する貸付債権取得資金（A） 615 平成27年６月 

合計（注）１ 6,269 － 

（注）１．本新株予約権の行使に係る払込金額の総額6,300百万円から、本新株予約権に係る発行諸費用31百万円を控除

した額であります。 

２．資金使途の優先順位は、本株式及び本新株予約権のそれぞれに関して、「具体的な資金使途」に付記されたア

ルファベットの順序（Aが最も高い）となります。本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合、新株予

約権者がその権利を喪失した場合及び当社が取得した新株予約権を消却した場合には、本新株予約権の行使に

よる調達額及び差引手取概算額は減少いたします。なお、上記の理由により、優先順位（A）の地熱発電事業出

資金の一部または全部が調達できない場合も、発電所運営会社に出資を行う投資家を当社が紹介することによ

り、発電事業の遂行は可能であると考えております。発電事業以外の使途に関して調達額が減少した場合は、

上記優先順位に従って支出を行います。 

３．本資金調達により調達した資金を実際に支出するまでは、当社銀行口座において管理いたします。 

 

（変更後） 

具体的な資金使途 金額（百万円） 支出予定時期 

運転資金（当社人件費・経費）（B） 842 
平成27年７月～ 

平成31年３月 

地熱発電事業出資金（合弁会社２から運営会社への出資金。事業進捗状況や経

済環境等によっては貸付金とする場合もあり）（A） 
0 

平成28年１月～ 

平成31年１月 

地熱発電技術およびODA獲得に関するコンサルティングチーム（６名）費用 

（C） 
0 

平成28年４月～ 

平成31年３月 

株式会社六合事業資金（デベロッパー（分譲マンション業者）案件受注資金、

大型商業施設受注資金、収益物件（賃貸マンション、事業用借地他）取得資

金）（D） 

650 
平成27年２月～ 

平成29年５月 

デザイア株式会社事業資金（東京23区を中心とする不動産投資・開発資金）

（F） 
100 

平成27年２月～ 

平成29年５月 

事業拡大のためのM&Aおよび有価証券・不動産投資資金（A） 1,362 
平成27年２月～ 

平成31年12月 

Mabuhay Holdings Corporation 等に対する貸付債権取得資金（A） 615 平成27年６月 

金融業への投融資資金（A） 2,000 
平成28年４月～ 

平成31年３月 

合計（注）１ 5,569 － 

（注）１．本新株予約権の行使に係る払込金額の総額5,600百万円から、本新株予約権に係る発行諸費用31百万円を控除

した額であります。 

２．資金使途の優先順位は、本株式及び本新株予約権のそれぞれに関して、「具体的な資金使途」に付記されたア

ルファベットの順序（Aが最も高い）となります。本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合、新株予

約権者がその権利を喪失した場合及び当社が取得した新株予約権を消却した場合には、本新株予約権の行使に

よる調達額及び差引手取概算額は減少いたします。調達額が減少した場合は、上記優先順位に従って支出を行

います。 

３．本資金調達により調達した資金を実際に支出するまでは、当社銀行口座において管理いたします。 
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（６）【所有者別状況】

平成28年３月31日現在 
 

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 金融商品取
引業者 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 2 27 115 36 50 17,144  17,374 － 

所有株式数 

（単元） 
－ 5,460 99,038 342,410 465,163 10,951 3,045,299 3,968,321 3,356 

割合（％） － 0.1 2.5 8.6 11.7 0.3 76.8 100.0 － 

 （注）平成28年3月31日現在において保有する自己株式は15,909株であり、そのうち15,900株は「個人その他」に159単
元を、「単元未満株式の状況」に9株を含めて記載しております。

 

（７）【大株主の状況】
 

    平成28年３月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

イーエフジー バンク アーゲー 

ホンコン アカウント クライアン

ト 

(常任代理人 ㈱三菱東京UFJ銀行） 

18/F,INTL COMMERCE CENTRE 1 AUSTIN ROAD 

WEST KOWLOON, 

HONG KONG 

（千代田区丸の内2丁目7番1号 ） 

14,997 3.78 

松浦 健 長崎県佐世保市 12,721 3.21 

ミズホ セキュリティーズ アジア

リミテッド クライアント アカウ

ント 

(常任代理人 ㈱みずほ銀行） 

12TH FLOOR,CHATER HOUSE,8 CONNAUGHT 

ROAD,CENTRAL,HONG KONG 

（港区港南2丁目15番1号 ） 

11,553 2.91 

吉冨学 福岡県福岡市早良区 10,000 2.52 

のぞみ１号投資事業有限責任組合 江戸川区東小岩１丁目24番15号 9,179 2.31 

辻口博啓 東京都目黒区 8,218 2.07 

アンビシャス㈱ 港区六本木5丁目15番21号101 7,000 1.76 

城野親徳 東京都渋谷区 6,500 1.64 

関喜良 東京都世田谷区 6,346 1.60 

 

ディービーエス バンク リミテッ

ド            

(常任代理人 ㈱みずほ銀行） 

6 SHENTON WAY DBS BUIDING TOWER ONE 

 SINGAPORE                     

(港区港南2丁目15番1号 ) 

5,444 1.37 

計 － 91,961 23.17 

（注）ディービーエスバンクリミテッドは保管業務を行っており、その実質株主はビクトリー ドメイン リミテッドであ
ります。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      15,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 396,816,200 3,968,162 －

単元未満株式 普通株式       3,356 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 396,835,456 － －

総株主の議決権 － 3,968,162 －

 （注）「完全議決権株式(自己株式等)」欄の普通株式は、すべて当社保有の自己株式であります。

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

アジア開発キャピタ

ル株式会社

東京都港区赤坂３丁

目５番５号
15,900 － 15,900 0.00

計 － 15,900 － 15,900 0.00

 

 

③【取得者の株式等の移動状況】

 当該事項はありません。
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（９）【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度の概要は以下のとおりであります。

 

      ①（平成18年６月29日定時株主総会決議）

 会社法第361条、387条及び238条の規定に基づき、当社の取締役及び監査役に対して、特に有利な条件をもっ

て新株予約権を発行することを、平成18年６月29日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役５名、当社の監査役３名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上※（注）

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

※（注） 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込をすべき

１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に対象株式数を乗じた価額とする。

行使価額は、新株予約権を割当てる日（以下「割当日」という。）の属する月の前月各日（取引が成立しない

日を除く）における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１

円未満の端数は切上げ）とする。ただし、当該金額が当該割当日の前日の終値（取引が成立しない場合はその

前日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。

なお、新株予約権の割当て後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式によ

り行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割（又は併合）の比率

また、新株予約権の割当て後、当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式の処分をする場合（時

価発行として行う公募増資及び新株予約権の行使により新株を発行もしくは自己株式を交付する場合は除く）

は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

なお、自己株式の処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式

数」は「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。

       
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他行使価額の調整を必要とする場合に

は、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができ

る。
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      ②（平成23年６月29日定時株主総会決議）

 会社法第236条、第238条並びに第239条の規定に基づき、当社の従業員並びに当社子会社の取締役、監査役及

び従業員に対し、特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成23年６月29日の定時株主総会にお

いて決議されたものであります。

決議年月日 平成23年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員９名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上※（注）

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

※（注） 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込をすべき

１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に対象株式数を乗じた価額とする。

行使価額は、新株予約権を割当てる日（以下「割当日」という。）の属する月の前月各日（取引が成立しない

日を除く）における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（１

円未満の端数は切上げ）とする。ただし、当該金額が当該割当日の前日の終値（取引が成立しない場合はその

前日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。

なお、新株予約権の割当て後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式によ

り行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（又は併合）の比率

また、新株予約権の割当て後、当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式の処分をする場合（時

価発行として行う公募増資及び新株予約権の行使により新株を発行もしくは自己株式を交付する場合は除く）

は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

なお、「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式の総数から当社普通株式にかかる自己株式数

を控除して得た数とし、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、次の算式における「新規発行

株式数」を「処分自己株式数」に読み替えるものとする。

       
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他行使価額の調整を必要とする場合に

は、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができ

る。
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   ③（平成28年６月28日定時株主総会決議）

 当社の取締役及び監査役に対して、新株予約権を発行することを、平成28年６月28日の定時株主総会において

決議されたものであります。

決議年月日 平成28年６月28日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役及び監査役（人数は未定） 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 普通株式30,000,000株を上限とする 

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※（注） 

新株予約権の行使期間
同上割当日の翌日から５年間の範囲内で、当社取締役会の

定める期間とする

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において

も、当社または当社子会社の取締役、執行役員、監査役、

顧問または従業員その他これに準ずる地位にあることを要

する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他これ

に準ずる正当な理由のある場合はこの限りではない。 

②新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、その

死亡時において本人が行使しうる株式数を上限として６ヵ

月以内（ただし、新株予約権の行使期間の末日までとす

る。）に相続人の行使を認める。 

③その他の新株予約権の行使の条件については、当社取締

役会において別途定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項
同上新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する

ものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

※（注）  新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込をすべ

き１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に対象株式数を乗じた価額とする。

 行使価額は、下記のうち最も高い価額とする。

① 新株予約権を割当てる日（以下、「割当日」という。）の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除

く）における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」という。）の平均値

に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切上げ）

② 割当日の前日の終値（取引が成立しない場合はその前日の終値） 

③ 25円

 なお、新株予約権の割当て後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（又は併合）の比率

 また、新株予約権の割当て後、当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式の処分をする場合

（時価発行として行う公募増資および新株予約権の行使により新株を発行もしくは自己株式を交付する場合は

除く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 なお、「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式の総数から当社普通株式にかかる自己株式

数を控除して得た数とし、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、次の算式における「新規発

行株式数」を「処分自己株式数」に読み替えるものとする。

       
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他行使価額の調整を必要とする場合に

は、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができ

る。

 

- 33 -

2016/06/30 13:05:58／16199541_アジア開発キャピタル株式会社_有価証券報告書（通常方式）



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 15,909 ― 15,909 ―

 

３【配当政策】

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置づけたうえで、財務体質の強化と積極的

な事業展開に必要な内部留保の充実に注力し、配当政策を実施することを基本方針と考えております。

 当社は期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

 剰余金の配当の決定機関については、取締役会の決議により決定することとしております。

 今後も、中長期的な視点にたって、成長が見込まれる事業分野に経営資源を投入することにより持続的な成長と企

業価値の向上並びに株主価値の増大に努めて参ります。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第92期 第93期 第94期 第95期 第96期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高（円） 67 42 30 41 24

最低（円） 9 16 12 12 7

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成27年10月 11月 12月 平成28年１月 ２月 ３月

最高（円） 15 14 12 16 16 14

最低（円） 13 9 7 10 11 10

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性10名 女性－名 （役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（百株） 

代表取締役

社長 
  網 屋 信 介 昭和32年10月３日生 

昭和56年４月 山一證券株式会社入社 
昭和61年10月 モルガン・スタンレー証券（現 

モルガン・スタンレーMUFG証券株

式会社）入社 
平成６年７月 メリルリンチ証券（現 メリルリ

ンチ日本証券株式会社）入社 
平成14年１月 同 投資銀行本部長 
平成16年４月 同 取締役副会長兼投資銀行本部

会長 
平成18年６月 株式会社ニッシン 代表取締役社

長 
平成21年８月 衆議院議員 
平成24年10月 財務大臣政務官 
平成25年５月 株式会社エス・エー・コンサルテ

ィング設立・代表取締役社長（現

任） 
平成27年12月 当社顧問 
平成28年１月 当社代表取締役社長（現任） 
       ㈱六合 取締役（現任） 
平成28年２月 Mabuhay Holdings Corporation 

取締役（現任） 
       IRC Properties Inc. 取締役

（現任） 
       ㈱トレードセブン 取締役 
平成28年３月 Prominence Investments Pte. 

Ltd. 取締役（現任） 

（注）3 ― 

取締役副社

長 
  ア ン セ ム 

ウ ォ ン 昭和60年５月６日生 

平成25年12月 天安中國投資有限公司（香港）入

社 
平成27年３月 当社入社 
平成27年７月 当社執行役員副社長（現任） 
平成27年10月 デザイア株式会社 取締役副社長 
平成28年１月 株式会社六合 取締役（現任） 
平成28年２月 Mabuhay Holdings Corporation 

顧問（現任） 
平成28年２月 IRC Properties Inc. 顧問（現

任） 
平成28年３月 デザイア株式会社 代表取締役社

長（現任） 
平成28年５月 ㈱トレードセブン 取締役 
       （現任） 
平成28年６月 当社 取締役（現任） 
 

（注）3 ― 

取締役   髙  瀬  尚  彦 昭和31年９月18日生 

昭和55年４月 山一證券株式会社入社 
平成２年６月 同社企画室 
平成10年４月 メリルリンチ日本証券株式会社 

プライベートクライアント営業本

部 Senior Administrative 

Officer 
平成15年６月 NISグループ株式会社（旧 株式

会社ニッシン） 管理本部 副本

部長 
平成20年１月 UBS証券株式会社 ウェルスマネ

ジメント本部 ビジネスマネジメ

ント担当ディレクター 
平成26年５月 株式会社エス・エー・コンサルテ

ィング入社（現任） 
平成27年12月 当社顧問 
平成28年３月 当社出向 企画管理部長（現任） 
平成28年６月 当社 取締役（現任） 
 

（注）3 ― 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（百株） 

取締役   小 笠 原 耕 司 昭和35年２月13日生 

平成３年   弁護士登録 
       東京銀座法律事務所 代表弁護士 
平成11年４月 ハドソン・ジャパン債権回収株式

会社取締役 
平成16年４月 東海大学法科大学院教授 
平成16年   小笠原六川国際総合法律事務所 

代表弁護士（現任） 
平成20年４月 青山学院大学講師（現任） 
平成21年４月 一般財団法人民際センター（現 

公益財団法人民際センター） 評

議員（現任） 
平成21年５月 財団法人フォーリンプレスセンタ

ー（現 公益財団法人フォーリン

プレスセンター）評議委員選定委

員会 外部委員 
平成24年10月 東海大学法科大学院講師（現任） 
平成28年６月 当社 取締役（現任） 
 

（注）

1.3 
― 

取締役   長 原 彰 弘 昭和15年９月９日生 

昭和49年４月 日本信用保証株式会社 入社 
昭和52年８月 日本信用保証財務有限公司（香

港）代表取締役社長 
平成２年１月 世界聯合証券有限公司（香港）代

表取締役社長 
平成５年４月 亞洲聯合財務有限公司 代表取締

役社長（現任） 
平成19年９月 当社 取締役（現任） 

（注）

1.3 
― 

取締役   シ ュ ウ  エ イ 昭和35年６月25日生 

昭和56年９月 上海ガラス瓶第二工場技術部 技

師 
平成６年４月 コマニー株式会社 国際部 中国

担当 
平成10年５月 上海倩龍貿易有限公司 副総経理 
平成17年６月 上海吉河投資管理有限公司 代表

者（現任） 
平成21年１月 日中FORUM株式会社 取締役（現

任） 
平成23年10月 株式会社アイダ設計 顧問（現

任） 
平成24年12月 北京首創愛思考投資管理有限公司 

業務顧問（現任） 
平成26年４月 日本国際貿易促進協会 事務局顧

問（現任） 
平成26年12月 和禾和投資控股有限公司 董事

（現任） 
平成27年４月 中日企業聯諠会 副会長（現任） 
平成27年６月 中国和禾投資株式会社 代表者

（現任） 
平成27年12月 北京和禾和健康科技有限公司 董

事（現任） 
平成27年12月 中国老齢事業発展基金会 高齢者

認知症専項基金管理委員会 秘書

長（現任） 
平成28年６月 当社 取締役（現任） 

（注）

1.3 
― 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（百株） 

取締役   ウ ォ ン 
ペ ン チ ョ ン 昭和19年４月２日生 

昭和60年   マレーシア外務省入省 
       駐各国マレーシア大使館に駐在 
平成９年   Mulpha International Berhad 

取締役会長 
       Mulpha Land Berhad 取締役会長 
       Mudajaya Group Berhad 取締役 
平成14年３月 COL Capital Limited (現 China 

Medical & HealthCare Group 

Limited) 取締役（現任） 
平成19年      China Vision Media Group 

Limited 副社長 
平成21年   Landing International 

Corporation 取締役 
平成21年６月 Mabuhay Holdings Corporation 

取締役（現任） 
平成21年11月 IRC Properties Inc. 取締役

（現任） 
平成27年６月 当社 取締役（現任） 

（注）3 ― 

常勤監査役   後  藤  光  男 昭和19年４月８日生 
昭和42年４月 株式会社東海銀行入行 
平成５年２月 同行検査部検査役 
平成12年６月 当社 常勤監査役（現任） 

（注）

2.4 
977 

監査役   村 島 吉 豐 昭和20年10月27日生 

昭和39年４月 東京国税局入局 
平成10年７月 国税庁長官官房東京派遣国税庁監

察官 
平成12年７月 東京国税局調査第三部統括国税調

査官 
平成16年７月 保土ヶ谷税務署長 
平成17年８月 村島吉豐税理士事務所所長（現

任） 
平成21年12月 当社 監査役（現任） 

（注）

2.4 
681 

監査役   佐  藤  一  成 昭和27年５月27日生 

昭和46年４月 東京国税局入局 
平成17年７月 東京国税局調査第一部 
       特別国税調査官 
平成20年７月 東京国税局調査第三部 
       調査24部門 統括国税調査官 
平成21年７月 東京国税局調査第三部 
       調査21部門 統括国税調査官 
平成23年７月 福岡国税局 伊万里税務署署長 
平成24年７月 大和税務署署長 
平成25年８月 佐藤一成税理士事務所所長（現

任） 
平成27年１月 株式会社ミツハシ 監査役（現

任） 
平成27年６月 当社補欠監査役 
平成27年６月 株式会社六合 監査役 
平成28年６月 当社 監査役（現任） 

（注）

2.4 
― 

計 1,658 
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 （注）１．取締役長原彰弘、小笠原耕司、シュウエイは社外取締役であります。

２．監査役後藤光男、村島吉豐、佐藤一成は社外監査役であります。

３．取締役の任期は、定款の定めにより全員が平成28年6月28日の選任後１年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

４．監査役の任期は、定款の定めにより選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会終結の時まででありますが、任期満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退

任した監査役の任期の満了する時までであり、各監査役の任期は以下のとおりであります。

氏名 任期

後藤  光男 平成31年３月期の定時株主総会終結時まで

村島 吉豐 平成29年３月期の定時株主総会終結時まで

佐藤 一成 平成32年３月期の定時株主総会終結時まで

５．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、「会社法第329条第３項」に定める補欠

監査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 所有株式数（百株） 

松  田   勉 昭和29年10月31日生 

昭和48年４月 東京国税局入局 

平成２年７月 東京国税局資料調査第三課 

       国税実査官 

平成13年７月 国税庁 課税部 課長補佐 

平成17年７月 渋谷税務署副署長 

平成19年７月 沖縄国税事務所 資料調査課 

課長 

平成24年７月 甲府税務署署長 

平成25年７月 東京国税局調査第四部 次長 

平成26年７月 麹町税務署署長 

平成27年８月 松田勉税理士事務所所長（現

任） 

― 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 企業統治の体制

 ・企業統治の体制を採用する理由

 当社グループは、コーポレート・ガバナンスとは「企業の適正かつ効率的な統治と経営の仕組み」と定義して

おり、コーポレート・ガバナンスの強化を図ることが極めて重要な経営課題であるとの認識を持ち、「執行役員

制度」の導入、「コンプライアンス委員会」の設置などコーポレート・ガバナンス強化に努めております。

今後についても、企業規模や経営環境の変化等に即応できるように、機動的な意思決定、内部統制機能の強化

により、監視機能の実効性等を勘案しつつコーポレート・ガバナンスのより一層の充実をはかってまいります。

また、経営の透明性をすべてのステークホルダーの方々に迅速に伝えるための適切な情報開示につきまして

も、内部体制の充実強化を図ると共に、経営陣の陣頭指揮のもと積極的に進めております。

 

 ・企業統治の体制の概要

 イ.会社の機関の内容

  ａ.取締役会及び監査役会

    現在当社取締役は、常勤取締役３名で毎月開催される取締役会（必要に応じて臨時取締役会）に出席し、経

営方針・戦略また重要な業務執行上の決議事項の決定と代表取締役の業務執行の監督を行っております。監査

役３名（社外監査役３名）も取締役会や他の重要な会議に参加し業務の適法性、妥当性の監査を行っておりま

す。尚、社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

  ｂ.各種委員会の概要

  ・コンプライアンス委員会

  外部顧問２名により、経営の適法性・妥当性への指導助言を受けております。

  ｃ.業務執行・監視の仕組み

平成15年７月より執行役員制度を導入しており、取締役会で選任された執行役員が業務執行を行い、取締役

会をはじめとする各種会議等を通して、取締役が業務執行の監督を行っております。また、業務執行、監督機

能等を強化するプロセスとして、取締役は、コンプライアンス委員会より、適宜、業務執行の監督にあたって

の助言等を得ております。

 ロ.責任限定契約の内容の概要

  ａ.社外役員

 当社と社外取締役、社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は100万円又は法令が定める額

のいずれか高い額としております。

  ｂ.会計監査人

 会計監査人アスカ監査法人の会社法第423条第１項の責任について、同監査人が職務を行うにつき善意でかつ

重大な過失がないときは、23,500,000円又は会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額のいずれか高い額

をもって、同監査人の有価証券報告書提出会社に対する損害賠償責任の限度としております。

 ハ.取締役の定数

 当社の取締役は９名以内とする旨を定款に定めております。

 ニ.取締役の選任の決議要件

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

 ホ.剰余金の配当等の決定機関

 当社は、剰余金等の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合

を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の

配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものでありま

す。

 ヘ.取締役及び監査役の責任免除

 当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって任務を怠ったことによる取締役（取締

役であった者を含む。）、監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において免除

することができる旨定款に定めております。これは、取締役、監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を

十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

 

- 39 -

2016/06/30 13:05:58／16199541_アジア開発キャピタル株式会社_有価証券報告書（通常方式）



 ト.株主総会の特別決議要件

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこ

とを目的とするものであります。

 

 ・内部統制システムの整備の状況

 当社は、法令遵守や企業倫理等、コンプライアンスに基づく業務執行が徹底されるよう、会社法及び会社法施

行規則並びに金融商品取引法に基づき、内部統制機能の整備に努めて参ります。法令違反等が報告された場合に

は、コンプライアンス委員会が中心となり迅速に調査を開始し、顧問弁護士や会計監査人といった外部の専門家

と連携をとり、再発防止に向けて必要な措置を講じて参ります。

具体的な施策は以下の通りであります。

 イ．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

当社の取締役及び使用人は、企業行動指針に従い、法令・定款を遵守した行動をとります。代表取締役社長

が繰り返し法令遵守の精神を取締役及び使用人に伝えることにより、法令遵守をあらゆる企業活動の前提とす

ることを徹底します。また、その徹底を図るため企画管理部を設け、全社のコンプライアンスの取り組みを横

断的に統括することとし、同部を中心に役職員教育等を行います。内部監査室は、企画管理部と連携の上、コ

ンプライアンスの状況を監査します。これらの活動は定期的に取締役会及び監査役会に報告されるものとしま

す。

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

 文書取扱規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以下、文書等といいます）に記

録し、保存します。取締役及び監査役は、文書取扱規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとし

ます。

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

 コンプライアンス、環境、災害、品質、及び情報セキュリティに係るリスクについては、それぞれの担当部

署にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、組織横断的状

況の監視及び全社的対応は企画管理部と連携し内部監査室が行うものとします。新たに生じたリスクについて

は取締役会においてすみやかに対応責任者となる取締役を定めます。

 ニ．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社及び当社子会社の取締役、使用人が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図るとともに、この目標

達成に向けて各部門が実施すべき具体的な目標及び権限分配を含めた効率的な達成の方法を業務担当取締役が

定めます。また、ＩＴを活用したシステムによりその結果を迅速にデータ化することで、取締役会が定期的に

その結果のレビューを実施し、効率化を阻害する要因を排除・低減するなどの改善を促すことにより、目標達

成の確度を高め、全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築します。

ホ．財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

当社は、財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法等の法令に準拠し、財務報告に係る内

部統制の有効性を評価、報告する体制を整備し運用します。

 ヘ．当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

ａ.当社及び子会社からなる企業集団における内部統制システムの構築を目指し、当社及び子会社からなる企業

集団全体の内部統制に関する担当部署として企画管理部を定めます。同部において、当社及び子会社からな

る企業集団での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われるシステムを

含む体制を構築します。

ｂ.当社取締役及び子会社各社の社長は、各社の各部門の適正な業務執行を確保する内部統制の確立と運用の権

限と責任を有します。

ｃ.当社は、当社のリスク管理規程に倣い、当社及び子会社からなる企業集団全体のリスク管理を実行します。

ｄ.当社及び子会社からなる企業集団は、ＩＴを活用して社長及び総務担当が、各社の全社員に内部統制の重要

性を伝え、また社内外から得られたリスク情報を共有します。

ｅ.原則として、当社の役職員が子会社の取締役若しくは監査役として就任し、子会社における業務の適正性を

確保し、当社取締役会及び監査役会に報告する体制とします。

ｆ.関係会社管理規程及び内部監査規程に従い、当社内部監査室は、子会社に内部監査部門が存在する場合は連

携をとり、存在しない場合は当社が子会社の内部監査を実施します。

ト．監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制及びその使用人

の取締役からの独立性並びに監査役会による指示の実効性の確保に関する事項

当社は、監査役会が必要とした場合、職務を補助する職員を置くものとします。また、監査役会より監査業

務に必要な命令を受けた職員はその命令に関して、監査役会以外の指揮命令を受けないものとします。
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チ．取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制、並びに当社の子会社の取締役、監査役、使用人又はこ

れらの者から報告を受けた者が当社の監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体

制及び報告した者が不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

ａ.当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役、使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、当

社の監査役会に対して、法定の事項に加え、当社及び子会社からなる企業集団に重大な影響を及ぼす事項、

内部監査の実施状況、内部通報状況及びその内容をすみやかに報告するものとします。

ｂ.当社の監査役は常時必要に応じ、当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役、使用人に対して

直接説明を求めることができるものとします。

ｃ.子会社の取締役、監査役、使用人は、自社が備える内部通報制度だけでなく、当社内部通報制度及び当社外

部通報先も利用できるものとします。

ｄ.上記の報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として、いかなる不利益な取り扱いもしてはなら

ないものとします。

リ．その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

 監査役会による当社及び子会社の各業務執行取締役及び重要な各使用人からの個別ヒアリングの機会を設け

ると共に、当社及び子会社の代表取締役、監査法人、内部監査室とそれぞれとの間で定期的に意見交換会を開

催します。

ヌ．監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に関する体制

 当社は、監査役が通常の監査によって生ずる費用を請求した場合は、すみやかに処理します。通常の監査費

用以外に、緊急の監査費用、専門家を利用する新たな調査費用が発生する場合においては、監査役は担当役員

に事前に通知するものとします。

ル．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

 当社は、反社会的勢力による経営活動への関与や当該勢力による被害を防止するため、当該勢力の利用、当

該勢力への利益の供与、当該勢力からの物品の購入などといった一切の関係を持つことを拒絶することを「企

業行動指針」に定め、基本方針としています。 

 この方針に基づき、企画管理部を対応統括部署、企画管理部長を不当要求防止責任者とする体制を整備し、

反社会的勢力に関する情報の収集・管理を行うとともに、当社役職員への注意喚起、啓発を行います。また、

地区特殊暴力防止対策協議会に参加し、必要に応じて警察、弁護士事務所など外部の専門機関とも連携を取り

つつ、体制の強化を図ります。

 

・リスク管理体制の整備の状況

 当社では、社内の情報基盤を通じて社員間でリスクに関する情報を共有し、事業活動におけるリスクの予防に努

めて参ります。特に、機密漏洩、違法行為、投資判断のミス等の発生に最大限の注意を払い、迅速な対応方針の決

定が可能となるような事業運営に取り組んでおります。

 内部統制・リスク管理体制
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② 内部監査及び監査役監査、会計監査人の状況

イ．内部監査

 「内部監査室」を設置し、コンプライアンスに基づいた業務遂行が成されているか、常時チェックする内部体

制を整えております。

ロ．監査役監査

 当社の監査役会は社外監査役３名で構成することにより、透明性を確保し、経営に対する監視・監査機能を果

たしております。監査役は、社内の重要な会議に出席して、経営者・管理者に対する監視を常時行っておりま

す。

 監査役監査と内部監査との関連については、「内部監査室」（1名）との連携を強化し、内部監査情報の恒常

的且つ網羅的な把握を行って監査効率を上げております。

 なお、常勤監査役後藤光男氏は、金融機関での監査を経験し、また監査役村島吉豐氏および監査役佐藤一成氏

は、それぞれ税務署署長を経験し、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。

ハ．会計監査人の概要

 ａ．監査法人名

アスカ監査法人

ｂ．当社に係る継続監査年数

２年

ｃ．業務を執行した公認会計士の氏名

業務執行社員 公認会計士 田中 大丸

業務執行社員 公認会計士 法木 右近

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

公認会計士  ５名

その他    ２名

③ 社外取締役及び社外監査役の状況

 当社には、社外取締役が３名社外監査役が３名おりますが、社外取締役であるウォン ペンチョンにつきまし

て、当社が478百万円の債権を有しているMabuhay Holdings Corporationの取締役を兼務しております。また同氏

は、当社が発行した第10回新株予約権の割当先である会社（Victory domain Limited）の完全間接親会社である

China Medical & HealthCare Group Limitedの取締役を兼務しており、平成28年３月末現在の未行使残高は87,300

千株（行使総額1,746百万円）であります。 

 社外監査役につきましては、後藤光男が当社子会社である㈱六合の監査役を兼務しておりますが、当該会社に対

して資金の貸付を行っており、平成28年３月末現在の残高は500百万円であります。 

 それ以外については、会社と社外役員の間に重要な人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係はありま

せん。 

 当社は、取締役会において社外取締役より、業務執行を行う経営陣から独立した客観的視点で、議案審議等に必

要な発言を適宜うけております。また取締役会及び監査役会において社外監査役より、金融機関、税務面での監査

経験および知見に基づく専門的見地からそれぞれ必要な発言を適宜うけております。 

 また、社外取締役の選任にあたっては、他会社取締役の歴任状況、人脈等を考慮しております。社外監査役の選

任にあたっては、金融機関または税務署出身者であることを考慮しております。

 なお、当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準及び方針は定めておりません

が、選任にあたっては証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。

 社外取締役役及び社外監査役と内部監査、会計監査人との関係については、交流を密にして連携を取り合い、継

続的に情報交換を行うことで、会計監査及び監査役監査の質を向上させております。
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④ 役員報酬等 

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（人）
基本報酬

ストック

オプション
賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
15,154 15,154  － － － 4

監査役

（社外監査役を除く。）
－ － － － － －

社外役員 11,171 11,171 － － － 4

 

ロ．連結報酬等の総額が１億円以上である者の連結報酬等の総額等

  該当者が存在しないため個別の開示を省略しております。

 

ハ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

  該当者は存在しません。

 

ニ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

常勤役員の報酬は、常勤取締役および常勤監査役で区分して世間水準および対社員給与とのバランスを考慮

して、取締役会で決定いたします。ただし、監査役は、監査役協議のうえ決定いたします。

 

⑤ 株式の保有状況

     当社は子会社の経営管理を行うことを主たる業務とする会社（持株会社）であります。

連結グループ内において、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）である当社については以下のとおりであります。

 

（最大保有会社）

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

  １銘柄  752,342千円

 

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

連雲港嘉泰建設工程有限公

司（旧 嘉泰同仁（連雲港）

医療産業投資有限公司） 

― 338,281

同仁医院IPO実施時のキャピ

タルゲイン獲得、また同病

院に対する資本業務提携の

仲介を目的とする

 

当事業年度

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

China Medical & 

HealthCare Group Limited

(旧 COL Capital Limited) 

110,167,125 752,342

長期保有を前提としていな

いが、取得時の平成27年12

月より24ケ月間のロックア

ップ条項により売却が制限

されている 

 

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額 

 

前事業年度 

（千円） 
当事業年度（千円） 

貸借対照表計 

上額の合計額 

貸借対照表計 

上額の合計額 

受取配当金 

の合計額 

売却損益 

の合計額 

評価損益 

の合計額 

非上場株式 331 331 55 － （注） 

上記以外の株式 － － － － － 

（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「評価損益の

合計額」は記載しておりません。 
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 23,000 ― 23,500 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 23,000 ― 23,500 ―

 

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

 当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、監査日数、当社の規模・業務の特性等の要素を勘案して、適切に

決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）」

に基づいて作成しております。 

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号。以下、

「財務諸表規則」という。）」に基づいて作成しております。 

 また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。 

 

２．監査証明について 

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成27年４月１日から平成28年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）の財務諸表について、アス

カ監査法人により監査を受けております。 

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

  当社は、会計基準等の内容及び変更等について当社への影響を適切に把握するために、公益財団法人財務会計基準

機構に加入し、会計基準に関する文書を定期購読し各種情報を取得するとともに、専門的情報を有する団体等が主催

する研修・セミナーに積極的に参加し、連結財務諸表等の適正性確保に取り組んでおります。 
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
 

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,898,648 1,142,453 

受取手形及び売掛金 10,982 － 

完成工事未収入金 376,178 129,753 

有価証券 2,697 ※２ 491,393 

販売用不動産 365,342 ※２ 224,250 

未成工事支出金 ※３ 86,865 ※３ 588 

繰延税金資産 － 18,388 

その他 75,855 27,816 

貸倒引当金 △37,037 △3,299 

流動資産合計 2,779,533 2,031,345 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） ※１ 1,351 ※１ 1,125 

機械装置及び運搬具（純額） ※１ 0 ※１ 5,377 

土地 40 40 

その他（純額） ※１ 5,602 ※１ 1,388 

有形固定資産合計 6,993 7,931 

無形固定資産    

のれん 8,630 25,143 

その他 12 － 

無形固定資産合計 8,643 25,143 

投資その他の資産    

投資有価証券 415,104 ※２ 780,353 

関係会社株式 － ※２ 636,456 

投資不動産（純額） ※１ 128,271 － 

長期貸付金 － 700,000 

関係会社長期債権 － 478,340 

出資金 210 2,210 

会員権 4,450 16,000 

破産更生債権等 122,691 153,691 

差入保証金 ※２ 44,229 ※２ 48,253 

その他 － 363 

貸倒引当金 △122,691 △153,691 

投資その他の資産合計 592,265 2,661,977 

固定資産合計 607,902 2,695,053 

資産合計 3,387,435 4,726,398 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成28年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

短期借入金 － ※２ 839,957 

未払金 25,801 15,529 

工事未払金 319,206 177,517 

未払法人税等 2,419 67,532 

前受金 10,912 － 

未成工事受入金 159,760 73,660 

賞与引当金 11,922 9,960 

工事損失引当金 ※３ 6,000 ※３ 500 

完成工事補償引当金 851 453 

資産除去債務 4,000 － 

繰延税金負債 7 － 

その他 22,785 43,916 

流動負債合計 563,667 1,229,027 

固定負債    

退職給付に係る負債 31,345 33,093 

繰延税金負債 38,900 329 

固定負債合計 70,246 33,423 

負債合計 633,914 1,262,450 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,218,208 3,618,980 

資本剰余金 1,437,972 1,838,744 

利益剰余金 △2,140,262 △1,902,521 

自己株式 △5,954 △5,954 

株主資本合計 2,509,963 3,549,248 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 78,572 △198,980 

為替換算調整勘定 156,727 95,067 

その他の包括利益累計額合計 235,299 △103,913 

新株予約権 1,009 926 

非支配株主持分 7,248 17,685 

純資産合計 2,753,521 3,463,947 

負債純資産合計 3,387,435 4,726,398 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
 

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

売上高 2,763,349 2,776,356 

売上原価 ※１,※２ 2,540,774 ※１ 2,744,413 

売上総利益 222,574 31,943 

販売費及び一般管理費 ※３ 731,719 ※３ 570,222 

営業損失（△） △509,144 △538,279 

営業外収益    

受取利息及び配当金 263 222,149 

保険事務手数料 598 1,055 

貸倒引当金戻入額 － 2,738 

その他 1,776 5,528 

営業外収益合計 2,638 231,472 

営業外費用    

支払利息 － 22,238 

為替差損 51,983 21,600 

株式交付費 6,584 6,518 

持分法による投資損失 － 99,265 

貸倒引当金繰入額 15,500 － 

その他 3,197 2,272 

営業外費用合計 77,265 151,896 

経常損失（△） △583,771 △458,703 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 730,468 

投資不動産売却益 － 72,971 

特別利益合計 － 803,440 

特別損失    

固定資産除却損 － ※４ 3,761 

投資有価証券評価損 － 44,575 

減損損失 ※５ 4,000 ※５ 12,218 

訴訟和解金 － 8,000 

特別損失合計 4,000 68,554 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△） 
△587,771 276,181 

法人税、住民税及び事業税 1,678 46,184 

法人税等還付税額 △1,268 － 

法人税等調整額 3,736 △18,395 

法人税等合計 4,146 27,789 

当期純利益又は当期純損失（△） △591,918 248,392 

非支配株主に帰属する当期純利益 5,131 10,651 

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△） 
△597,049 237,740 
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【連結包括利益計算書】
 

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△） △591,918 248,392 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 34,416 △277,540 

為替換算調整勘定 55,312 △61,886 

その他の包括利益合計 ※１ 89,729 ※１ △339,427 

包括利益 △502,189 △91,035 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 △507,334 △101,472 

非支配株主に係る包括利益 5,144 10,437 
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,311,861 531,625 △1,543,212 △5,954 1,294,319 

当期変動額           

新株の発行 906,347 906,347     1,812,694 

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する当期純
損失（△） 

    △597,049   △597,049 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）           

当期変動額合計 906,347 906,347 △597,049 - 1,215,644 

当期末残高 3,218,208 1,437,972 △2,140,262 △5,954 2,509,963 

 

             

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 44,169 101,414 145,584 2,230 2,059 1,444,193 

当期変動額             

新株の発行           1,812,694 

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する当期純
損失（△） 

          △597,049 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） 

34,403 55,312 89,715 △1,221 5,189 93,684 

当期変動額合計 34,403 55,312 89,715 △1,221 5,189 1,309,328 

当期末残高 78,572 156,727 235,299 1,009 7,248 2,753,521 
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当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 3,218,208 1,437,972 △2,140,262 △5,954 2,509,963 

当期変動額           

新株の発行 400,771 400,771     801,543 

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する当期純
損失（△） 

    237,740   237,740 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）           

当期変動額合計 400,771 400,771 237,740   1,039,284 

当期末残高 3,618,980 1,838,744 △1,902,521 △5,954 3,549,248 

 

             

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 78,572 156,727 235,299 1,009 7,248 2,753,521 

当期変動額             

新株の発行           801,543 

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する当期純
損失（△） 

          237,740 

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） △277,553 △61,659 △339,213 △82 10,437 △328,858 

当期変動額合計 △277,553 △61,659 △339,213 △82 10,437 710,426 

当期末残高 △198,980 95,067 △103,913 926 17,685 3,463,947 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△） 
△587,771 276,181 

減価償却費 5,876 2,314 

減損損失 4,000 12,218 

のれん償却額 30,599 4,398 

株式交付費 6,584 6,518 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15,500 △2,738 

賞与引当金の増減額（△は減少） △855 △1,962 

工事損失引当金の増減額（△は減少） 300 △5,500 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △274 △398 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △3,109 1,747 

受取利息及び受取配当金 △263 △222,149 

支払利息 － 22,238 

訴訟和解金 － 8,000 

為替差損益（△は益） 48,669 △27,431 

持分法による投資損益（△は益） － 99,265 

投資有価証券評価損益（△は益） － 44,575 

投資有価証券売却損益（△は益） － △730,468 

投資不動産売却損益（△は益） － △72,971 

固定資産除却損 － 3,761 

売上債権の増減額（△は増加） 252,077 △220,933 

有価証券の増減額（△は増加） △2,697 △488,696 

長期貸付金の増減額（△は増加） － △700,000 

たな卸資産の増減額（△は増加） △44,042 141,092 

未成工事支出金の増減額（△は増加） △86,805 86,277 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 7,324 43,724 

仕入債務の増減額（△は減少） △330,421 △141,689 

未成工事受入金の増減額（△は減少） 148,926 △86,099 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 35,829 313,695 

その他 △12,020 14,073 

小計 △512,573 △1,620,955 

利息及び配当金の受取額 263 223,354 

利息の支払額 － △92 

法人税等の支払額 △1,638 △2,329 

法人税等の還付額 5,510 494 

訴訟和解金の支払額 － △8,000 

営業活動によるキャッシュ・フロー △508,437 △1,407,527 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の取得による支出 △123 △118 

有形固定資産の取得による支出 △858 △13,262 

投資不動産の売却による収入 － 200,710 

関係会社株式の取得による支出 － △767,731 

出資金の払込による支出 － △2,000 

差入保証金の差入による支出 △12,400 △4,699 

差入保証金の回収による収入 594 6,240 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入 
－ ※３ 1,963 

資産除去債務の履行による支出 － △2,750 

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,788 △581,648 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） － 450,000 

株式の発行による収入 672,873 － 

新株予約権の行使による株式の発行による収入 1,132,136 795,025 

非支配株主からの払込みによる収入 44 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,805,053 1,245,025 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,058 △12,044 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,280,768 △756,194 

現金及び現金同等物の期首残高 617,880 1,898,648 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,898,648 ※１ 1,142,453 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

当社グループは、前連結会計年度まで９期連続して経常損失および親会社株主に帰属する当期純損失を計上しており

ますが、当連結会計年度においては、538,279千円の営業損失を計上し、また営業キャッシュ・フローは1,407,527千円

のマイナスとなっております。一方、当社が保有する同仁医療産業集団有限公司の出資持分を、香港証券取引所上場企

業China Medical & HealthCare Group Limited（以下、「CMH」といいます。）の子会社であるJoin Capital Limited

に譲渡し、特別利益として730,468千円の投資有価証券売却益が発生した結果、237,740千円の親会社株主に帰属する当

期純利益を計上しております。しかしながら、当該譲渡の対価支払はCMH株式の交付によってなされ、また、当該株式

は譲渡日から2年間は売却できないロックアップ条項が設けられているため、現金化するには時間と不確実性を伴いま

す。このため、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社グループは、当該状況を解消、または改善するため、以下の対応策を講じてまいります。 

（１）優良な投資案件の選定と実行 

当社は、日本およびアジアを中心とする地域における貢献を標榜し、投資事業を柱とした事業創造を行ってまいり

ました。今後も、これまで培ってきた中国ビジネスパートナーたちの知識・経験・人脈を活用して、日本、中国のみ

ならず、中国本土の投資家や華僑などが投資ターゲットとしているアジア諸国において、当社グループに経常的な利

益、キャッシュ・フローをもたらす優良な投資案件を選定し、積極的な投資を行うことにより、当社グループの収益

基盤の安定化、財務体質の強化を図ってまいります。 

（２）財政状態の改善 

当社は、財政状態の改善を図るべく、当連結会計年度において、第９回新株予約権の行使により27,543千円、第10

回新株予約権の行使により774,000千円を調達するとともに、Sun Hung Kai Financialからの借入により27,341千香

港ドル（400,000千円）を調達しております。今後も引き続き、運転資金を確保した上で、上記の投資を実施するた

め、株式、新株予約権による直接調達、金融機関等からの借入による間接調達、投資不動産の売却等、各種の資金調

達の可能性を検討し、財政状態の健全化を図ってまいります。 

（３）子会社および関連会社の収益力の強化 

子会社である株式会社六合は、原価管理を徹底しながら受注の拡大に努め、更なる収益力の向上を図ってまいりま

す。また、持分法適用関連会社であるMabuhay Holdings Corporationにおいては、同社関連会社IRC Properties 

Inc.による宅地開発事業を推進してまいります。同じく持分法適用関連会社である株式会社トレードセブンについて

は、当社グループの新たな収益源へと育成すべく、追加資金の投入も検討してまいります。 

（４）経費削減 

当社グループは、収益基盤の改善を進めるために、組織体制の見直しを行い、事業活動の効率化を図るとともに、

人件費等を含む経費の削減に取り組み、事業運営コスト削減を徹底して行い、更なる収益力の強化に努めておりま

す。今後もこの方針を継続していく所存です。 

しかしながら、新規の投資案件については当社の希望する案件が見つかるかどうかは不明であり、投資後も当社の意

図する通りの成果をもたらすかどうか不明確であります。また、資金調達についても、外部資金調達は各ステークホル

ダーや金融機関、投資家の投資判断に依るところが大きく、実現可能性の予測が極めて困難です。このため、現時点で

は継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連結財

務諸表に反映しておりません。 
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（連結財務諸表作成の基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数    7社

連結子会社名

㈱六合、デザイア㈱、㈱エス・エー・コンサルティング、一般社団法人ジェイビーシーツー、㈲狸穴ブリッジキ

ャピタル・ワン、Prominence Investments Pte. Ltd.、Miki Energy Pte. Ltd.

前連結会計年度末（平成27年３月31日）と比べて、１社増加致しました。 

取得により増加した会社 

㈱エス・エー・コンサルティング

(2）非連結子会社の数

      －

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社数 2社

持分法会社名

Mabuhay Holdings Corporation、㈱トレードセブン

前連結会計年度末（平成27年３月31日）と比べて、２社増加致しました。 

投資により増加した会社 

Mabuhay Holdings Corporation、㈱トレードセブン

(2）持分法を適用していない非連結子会社 

   －

３．連結子会社の決算日等に関する事項

 Prominence Investments Pte. Ltd.とMiki Energy Pte. Ltd.の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作

成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用し連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な

調整を行っております。 

 それ以外の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

イ．売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法により算定） 

ロ．その他有価証券 

時価のあるもの・・・期末日の市場価格等による時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの・・・総平均法による原価法 

ただし、投資事業有限責任組合およびこれに類する組合への出資については、当該組合の財産の持分相当額を

計上しております。 

② 棚卸資産

商品・・・売却原価は総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）によっております。

販売用不動産・・・個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）によっております。

未成工事支出金・・・個別法による原価法によっております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）及び投 資不動産

 建物（附属設備を除く）及び投資不動産については定額法、それ以外については定率法

 なお耐用年数及び残存価額は法人税法の定めと同一の基準によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

 自社利用のソフトウェアについて、社内における見込利用可能期間（５年）による定額法によっております。

(3）繰延資産の処理方法 

株式交付費は、支出時に全額費用処理しております。
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(4）重要な引当金の計上方法

① 貸倒引当金

期末の債権残高に対する貸倒れに備えるため、一般債権について、過年度の貸倒実績率を基礎とした、将来

の貸倒見積率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 完成工事補償引当金

完成工事にかかる瑕疵担保等の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対して、直近の実績率を

基礎に将来の支出見込を勘案して計上しております。 

④ 工事損失引当金

受注工事にかかる将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未引渡工事の損失見込額を計上して

おります。

(5）退職給付に係る会計処理の方法

  退職給付に係る負債の計上基準

 従業員の退職給付に備えるため、簡便法により、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額（自己都合

により退職する場合の期末要支給額相当額）を計上しております。

(6）重要な収益及び費用の計上基準

  完成工事高の計上基準

当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適用し、その

他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事の当期末に

おける進捗度の見積りは、原価比例法によっております。 

(7）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

 在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(8）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積りできるものはその見積り期間に応じて均等償却

しております。但し、金額が僅少なものについては、発生時一括償却しております。

(9）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(10）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

 税抜き方式を採用しております。なお、控除対象外消費税及び地方消費税は、当期の費用として処理しており

ます。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金

として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。ま

た、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の

見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利

益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。 

 当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用に

係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載しております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分

離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

- 56 -

2016/06/30 13:05:58／16199541_アジア開発キャピタル株式会社_有価証券報告書（通常方式）



（未適用の会計基準等）

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日） 

 

 １. 概要 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する会計上の

実務指針及び監査上の実務指針（会計処理に関する部分）を企業会計基準委員会に移管するに際して、企業会計基準

委員会が、当該実務指針のうち主に日本公認会計士協会監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断に

関する監査上の取扱い」において定められている繰延税金資産の回収可能性に関する指針について、企業を５つに分

類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積るという取扱いの枠組みを基本的に踏襲した上で、分類の要件

及び繰延税金資産の計上額の取扱いの一部について必要な見直しを行ったもので、繰延税金資産の回収可能性につい

て、「税効果会計に係る会計基準」（企業会計審議会）を適用する際の指針を定めたものであります。 

 

（分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの見直し） 

・（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い 

・（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件 

・（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い 

・（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取扱い 

・（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い 

 

 ２. 適用予定日 

 平成28年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用します。 

 

 ３. 当該会計基準等の適用による影響 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で

評価中であります。 

 

（表示方法の変更）

連結貸借対照表 

 前連結会計年度において、独立掲記していた「前渡金」、「未収入金」および「預け金」は、金額的重要性が乏しくな

ったため、当連結会計年度より「流動資産」の「その他」に含めて表示することといたしました。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「前渡金」200千円、「未収入金」4,416千円および「預け

金」31,190千円として表示していた各科目は、「流動資産」の「その他」35,806千円として組み替えております。 

 

（追加情報）

  該当事項はありません。 

 

（連結貸借対照表関係）

※１ 有形固定資産等の減価償却累計額

 
前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成28年３月31日） 

減価償却累計額 13,256千円 4,976千円 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

販売用不動産 － 164,943千円

有価証券 － 491,393千円

投資有価証券 － 752,342千円

関係会社株式 － 629,456千円

計 － 2,038,135千円 
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 担保付債務は、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

短期借入金 － 798,636千円 

計 － 798,636千円 

 また、前連結会計年度および当連結会計年度においては差入保証金のうち20,000千円を宅地建物取引業法に基づ

き法務局に供託しております。 

 

※３ 損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。 

 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は以下のとお

りであります。

 
 

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

未成工事支出金 23千円 290千円

 

   ４ 偶発債務

該当事項はありません。 

 

   ５ 当座貸越契約

    連結子会社（㈱六合）においては、取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。この契約に基づく連結会

計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

当座貸越極度額の総額 ―千円 100,000千円

借入実行残高 ― 50,000

差引額 ― 50,000 

 

（連結損益計算書関係）

※１ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

300千円 △5,500千円

 
※２ 売上原価に含まれている棚卸資産評価損

前連結会計年度 
（自 平成26年４月１日 

  至 平成27年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

4,190千円 -千円 

 
※３ 販売費及び一般管理費の主なもの

 
前連結会計年度 

（自 平成26年４月１日 
  至 平成27年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

給料 131,647千円 94,330千円 

役員報酬 81,784 63,815 

専門家報酬 180,465 105,374 

支払手数料 86,935 65,676 

賞与引当金繰入額 9,845 6,447 

退職給付費用 3,968 856 

のれん償却額 30,599 4,398 
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※４ 固定資産除却損 

 
 
 

前連結会計年度 
（自 平成26年４月１日 
至 平成27年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日） 

その他 －千円 3,761千円 
 
※５ 減損損失 

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日） 
当社グループは、減損損失の算定に当たってはキャッシュ・フローを生み出す最小単位として、事業部別の管理会

計上の区分又は各会社別に資産のグルーピングを行っております。 
このグルーピング後の保有資産について、時価が著しく下落した資産グループについて、当連結会計年度において

以下の資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、その減少額を減損損失（4,000千円）として、特別損失に計上し
ております。 
なお、当該資産の回収可能価額は使用価値により測定しており、当社グループが実行確実な収益計画を作成できな

いことから減損損失処理を行っております。 

場 所 用 途 科 目 減損金額

東 京 都 原状回復工事 建物及び構築物 4,000千円

 
当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日） 
当社グループは、減損損失の算定に当たってはキャッシュ・フローを生み出す最小単位として、事業部別の管理会

計上の区分又は各会社別に資産のグルーピングを行っております。 
このグルーピング後の保有資産について、時価が著しく下落した資産グループについて、当連結会計年度において

以下の資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、その減少額を減損損失（12,218千円）として、特別損失に計上し
ております。 
なお、当該資産の回収可能価額は使用価値により測定しており、当社グループが実行確実な収益計画を作成できな

いことから減損損失処理を行っております。 

場 所 用 途 科 目 減損金額

東 京 都 入居工事他 建物及び構築物、その他 12,218千円

 

（連結包括利益計算書関係）

※1  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 48,824千円 414,357千円

組替調整額 － △730,468 

税効果調整前 48,824 △316,111 

税効果額 △14,408 38,570 

その他有価証券評価差額金 34,416 △277,540 

為替換算調整勘定：    

当期発生額 55,312 △61,886

その他の包括利益合計 89,729 △339,427
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）
(1）発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 （注） 235,201,529 120,966,500 － 356,168,029 

合計 235,201,529 120,966,500 － 356,168,029 

自己株式        

普通株式 15,909 － － 15,909

合計 15,909 － － 15,909

（注）普通株式の発行済株式総数の増加120,966,500株は、第三者割当増資によるもの52,000,000株、新株予約権の権利
行使によるもの68,966,500株であります。

 
(2）新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

第９回新株予約権 普通株式 48,000,000 733,927 46,766,500 1,967,427 －

第10回新株予約権 普通株式 － 315,000,000 22,000,000 293,000,000 －

第11回新株予約権 普通株式 － 30,000,000 － 30,000,000 －

ストック・オプシ
ョンとしての新株
予約権

普通株式 404,500 － 221,000 183,500 1,009

（注）１．新株予約権の目的となる株式数の増加は、第10-11回新株予約権の付与によるもの345,000,000株、および
第９回新株予約権発行要領に規定される調整条項の適用によるもの733,927株であります。

   ２．新株予約権の株式数の減少は、新株予約権の権利行使によるもの68,966,500株、ストックオプションの失
効に伴うもの21,000株であります。 

 
(3）配当に関する事項 
 該当事項はありません。

 
当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日） 
(1）発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 （注） 356,168,029 40,667,427 － 396,835,456 

合計 356,168,029 40,667,427 － 396,835,456 

自己株式        

普通株式 15,909 － － 15,909

合計 15,909 － － 15,909

（注）普通株式の発行済株式総数の増加40,667,427株は、新株予約権の権利行使によるものであります。
 

(2）新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

第９回新株予約権 普通株式 1,967,427 － 1,967,427 － － 

第10回新株予約権 普通株式 293,000,000 － 73,700,000 219,300,000 － 

第11回新株予約権 普通株式 30,000,000 － 30,000,000 － － 

ストック・オプシ
ョンとしての新株
予約権

普通株式 183,500 － 15,000 168,500 926

（注） 新株予約権の株式数の減少105,667,427株は、新株予約権の権利行使によるもの40,667,427株、取得消却によ
るもの65,000,000株であります。ストックオプションの減少15,000株は失効に伴うものであります。
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(3）配当に関する事項 
 該当事項はありません。
 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

現金及び預金勘定 1,898,648千円 1,142,453千円

預入期間が３か月を

超える定期預金
－  － 

現金及び現金同等物 1,868,648  1,142,453 

 

 ２  重要な非資金取引の内容

(1）新株予約権に関するもの

   
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

  新株予約権の行使による資本金増加額 550千円 －千円

  新株予約権の行使による資本準備金増加額 550 －

  新株予約権の行使による新株予約権減少額 1,100 －

 

※３  株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

 株式の取得により新たに以下の会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額

と取得による収入（純額）との関係は、次のとおりであります。 

当連結会計年度 

㈱エス・エー・コンサルティング 
 

流動資産 3,218千円

固定資産 17,884 

のれん 20,911 

流動負債 △41,014 

固定負債 － 

㈱エス・エー・コンサルティングの取得価格 1,000 

㈱エス・エー・コンサルティングの現金及び現金同等物 △2,963 

差引：㈱エス・エー・コンサルティング取得のための支出（△は収入） △1,963  
 
 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引
①  リース資産の内容
 有形固定資産

該当事項はありません。 
②  リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項  （2）重要な減価償却資産の減
価償却の方法」に記載のとおりであります。

 
 
２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

１年内 1,842 1,394

１年超 1,522 128

合計 3,364 1,522
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に新株発行および銀行借入や社債発行）を調達

しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入等に

より調達することとしております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び完成工事未収入金、長期貸付金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

 有価証券および投資有価証券は、主に営業投資目的有価証券、業務上の関係を有する企業の株式等であり、

時価のあるものについては市場価格の変動リスクに晒されることとなります。 

 営業債務である工事未払金は、ほとんどが数ヶ月以内の支払期日であります。 

  借入金、社債等は、主に設備投資および出資に係る資金調達を目的としたものであり、契約内容によって

は、金利の変動リスクに晒されることとなります。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、債権管理規程に従い、営業債権および長期貸付金について、各事業部門における営業管理

部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財

務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

②市場リスク(為替や金利、株価変動等の変動リスク)の管理

当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクに対して、デリバティブ取引(金利スワップ取引）な

どを利用したヘッジ処理は行っておりませんが、適宜金利交渉や借り換えなどの方法を模索して金利低減に努

めることとしております。 

有価証券および投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業）の財務状況等を把握し、ま

た、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見

直すこととしております。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各社（各部署）に適時に資金繰計画を作成・更新させ、コミットメントラインの設定等を

含め、グループ内資金の融通など手許流動性の維持などにより、流動性リスクを管理することとしておりま

す。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足的説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。

当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価

額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

  連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。
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 前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）  

(1）現金及び預金 1,898,648 1,898,648 －  

(2）受取手形及び売掛金 10,982 10,982 －  

(3）完成工事未収入金 376,178      

      貸倒引当金(*1) △6,037      

  370,141 370,141 －  

(4）未収入金 4,416 4,416 －  

(5）有価証券および投資有価証

券
3,854 3,854 －  

(6) 預け金 31,190      

      貸倒引当金(*1) △31,000      

  190 190 －  

(7) 会員権 4,450 6,700 2,250  

(8) 破産更生債権等 122,691      

      貸倒引当金(*1) △122,691      

  － － －  

 資産計 2,292,684 2,294,934 2,250  

(1）工事未払金 319,206 319,206 －  

(2）未成工事受入金 159,760 159,760 －  

(3）未払金 25,801 25,801 －  

(4) 未払法人税等 2,419 2,419 －  

 負債計 507,188 507,188 －  

(*1)完成工事未収入金、預け金、破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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 当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）  

(1）現金及び預金 1,142,453 1,142,453 －  

(2）完成工事未収入金 129,753      

      貸倒引当金(*1) △3,299      

  126,454 126,454 －  

(3）有価証券 491,393 491,393 －  

(4）投資有価証券 753,915 753,915 －  

(5）長期貸付金 700,000 700,879 879  

(6）会員権 16,000 18,750 2,750  

(7）破産更生債権等 153,691      

      貸倒引当金(*1) △153,691      

  － － －  

 資産計 3,230,217 3,233,847 3,629  

(1）短期借入金 839,957 839,957 －  

(2）未払金 15,529 15,529 －  

(3）工事未払金 177,517 177,517 －  

(4）未成工事受入金 73,660 73,660 －  

(5) 未払法人税等 67,532 67,532 －  

 負債計 1,174,197 1,174,197 －  

(*1)完成工事未収入金、破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資  産

(1)現金及び預金、(2）完成工事未収入金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(3)有価証券および投資有価証券

時価について、株式等は取引所の価格によっております。 

(4)長期貸付金 

 関連会社である株式会社トレードセブンに対するものであり、その将来キャッシュ・フローを国債の

利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しておりま

す。 

(5)会員権 

主にゴルフ会員権等への出資によるものであり、業者相場価格等によっております。 

(6)破産更生債権等

 主に貸付等であり、信用リスク等を勘案して割引等の合理的な調整を、または担保および保証による

回収見込額等により時価を算定しております。

負 債

(1)短期借入金、(2)未払金、(3)工事未払金、(4)未成工事受入金および(5)未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

非上場株式 413,946 26,438

関係会社長期債権 － 478,340

出資金 210 2,210

差入保証金 44,229 48,253

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「(4)投資有価証券」に含めておりません。 

関係会社長期債権については、関連会社であるMabuhay Holdings Corporationに対するものであり、回収

条件の見直しを行い、回収スケジュールについては交渉中のため、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、時価開示の対象とはしておりません。 

出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示

の対象とはしておりません。 

差入保証金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価

開示の対象とはしておりません。 
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内 
(千円）

１年超
５年以内 
 (千円）

５年超 
10年以内
(千円）

10年超 
 (千円）

現金及び預金 1,898,648 － － －

受取手形及び売掛金 10,982 － － －

完成工事未収入金 370,141 － － －

未収入金 4,416 － － －

預け金 190 － － －

破産更生債権等 － － － －

合計 2,284,379 － － －

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内 
(千円）

１年超
５年以内 
 (千円）

５年超 
10年以内
(千円）

10年超 
 (千円）

現金及び預金 1,142,453 － － －

完成工事未収入金 126,454 － － －

長期貸付金 － 700,000 － －

破産更生債権等 － － － －

合計 1,268,908 700,000 － －
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（有価証券関係）

１．売買目的有価証券

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

連結会計年度の損益に含まれた評価差額 △90 △313,256

 

２．満期保有目的の債券

該当事項はありません。

３．その他有価証券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

  種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 1,157 495 661

小計 1,157 495 661

合計 1,157 495 661

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

  種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 1,573 614 958

小計 1,573 614 958

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 752,342 951,899 △199,556

小計 752,342 951,899 △199,556

合計 753,915 952,513 △198,597

 

（注）以下については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他

有価証券」には含めておりません。

 
 

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

 非上場株式

 

413,946

 

26,438

 

４．売却したその他有価証券

  前連結会計年度

      該当事項はありません。

 

   当連結会計年度

種  類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

その他 951,899 730,468 ―

合計 951,899 730,468 ―

 

５．売却した満期保有目的の債券

  該当事項はありません。

 

６．減損処理を行った有価証券

 前連結会計年度において、該当事項はありません。 

 当連結会計年度において、投資有価証券について44,575千円（その他有価証券の株式44,575千円）減損処理を行

っております。 

 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。 
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用しております。

 確定給付企業年金制度（積立型制度であります。）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しま

す。

 退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給し

ます。

 当社及び連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び

退職給付費用を計算しております。

 一部の連結子会社は複数事業主制度の厚生年金基金制度に加入しており、このうち、自社の拠出に対応する年金資

産の額を合理的に算定できない制度については、確定拠出制度と同様に処理しております。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 34,455千円 31,345千円 

退職給付費用 6,993 6,459

退職給付の支払額 △6,502 △1,231

制度への拠出額 △3,600 △3,480

退職給付に係る負債の期末残高 31,345 33,093

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 44,453千円 48,556千円

年金資産 △35,827 △39,371

  8,626 9,185

非積立型制度の退職給付債務 22,719 23,908

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 31,345 33,093

     

退職給付に係る負債 31,345 33,093

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 31,345 33,093

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前連結会計年度6,993千円 当連結会計年度   6,459千円

 

３．複数事業主制度

 確定拠出制度と同様に処理する複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度5,333千円、

当連結会計年度3,480千円であります。

(1）複数事業主制度の直近の積立状況

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日現在）

当連結会計年度

（平成27年３月31日現在）

年金資産の額 52,429,670千円 57,718,659千円

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額（注）
54,187,383 57,525,819

差引額 △1,757,712 △192,840

（注）前連結会計年度においては、「年金財政計算上の給付債務の額」と掲記していた項目であります。 

 

(2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合 

前連結会計年度 0.30％  （自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

当連結会計年度 0.32％  （自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 
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(3）補足説明 

 上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高（前連結会計年度2,935,643千円、当連結会

計年度2,836,289千円）であります。

 本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であり、当社グループは、連結財務諸表上、

特別掛金（前連結会計年度783千円、当連結会計年度705千円）を費用処理しております。
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（ストック・オプション等関係）

（提出会社）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 (1) ストック・オプションの内容

 
平成18年6月29日
定時株主総会決議

平成23年6月29日
定時株主総会決議

付与対象者の区分及び数

当社取締役     5名

当社監査役     3名

 

当社従業員     9名

 

 

ストック・オプション数 普通株式  400,000株 普通株式  199,000株

付与日 平成23年11月29日 平成23年11月29日

権利確定条件 (注1） (注2）

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
平成23年11月30日から

平成28年11月29日まで

平成23年11月30日から

平成28年11月29日まで

(注1）新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、執行役員、監査役、

顧問または従業員その他これに準ずる地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他これに

準ずる正当な理由のある場合はこの限りではない。

 新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、その死亡時において本人が行使しうる株式数を上限として６ヶ

月以内（但し、新株予約権の行使期間の末日までとする。）に相続人の行使を認める。

 その他の新株予約権の行使の条件については、当社取締役会において別途定めるところによる。

(注2）新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において、当社の従業員並びに当社子会社の取締役、監査役及び従

業員その他これに準ずる地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他これに準ずる正当

な理由のある場合はこの限りでない。

 新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、その死亡時において本人が行使しうる株式数を上限として６ヶ

月以内（但し、新株予約権の行使期間の末日までとする。）に相続人の行使を認める。

 その他の条件については、本株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する「新株予

約権割当契約書」に定めるところによる。

 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

① ストック・オプションの数

   
平成18年6月29日
定時株主総会決議

平成23年6月29日
定時株主総会決議

権利確定前 （株）    

前連結会計年度末   － －

付与   － －

失効   － －

権利確定   － －

未確定残   － －

権利確定後 （株）    

前連結会計年度末   100,000 83,500

権利確定   － －

権利行使   － －

失効   － 15,000

未行使残   100,000 68,500
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（注）当連結会計年度において失効した15,000株につき、新株予約権戻入益82千円を営業外収益「その他」として計上し

ております。

② 単価情報

   
平成18年6月29日
定時株主総会決議

平成23年6月29日
定時株主総会決議

権利行使価格 （円） 16 16

行使時平均株価 （円） － －

公正な評価単価（付与日） （円） 5.5 5.5

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

平成23年11月29日において付与された、平成18年6月29日定時株主総会決議および平成23年6月29日定時株主総会決

議ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のとおりであります。

   ①  使用した評価技法          ブラック・ショールズ式

   ②  主な基礎数値及び見積方法

 
平成18年6月29日

定時株主総会決議

平成23年6月29日

定時株主総会決議

 株価変動性   （注）１                            69.9％                            69.9％

 予想残存期間  （注）２                            2.5年                            2.5年

 予想配当    （注）３                        0円／株                        0円／株

 無リスク利子率 （注）４                            0.16％                            0.16％

（注）１．ヒストリカル・ボラティリティを使用し、月次で株価終値情報を収集しております。 

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使

されるものと推定して見積もっております。

３．平成23年３月期以前５事業年度の配当実績によっております。 

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

繰延税金資産     

繰越欠損金 2,613,431千円  2,373,818千円

貸倒引当金 34,021   55,258

減損損失 5,436   5,493

退職給付に係る負債 10,247   10,481

その他 25,653   46,124

繰延税金資産小計 2,688,789   2,491,177

評価性引当額 △2,688,789   △2,472,788

繰延税金資産合計 －   18,388

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △38,900   329

その他 △7   －

繰延税金負債合計 △38,907   329

繰延税金資産（負債）の純額 △38,907   18,058

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてお

ります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 －千円  18,388千円

固定資産－繰延税金資産 －   －

流動負債－繰延税金負債 7   －

固定負債－繰延税金負債 38,900   329

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
当連結会計年度

（平成28年３月31日）
 
 

法定実効税率 33.06％  
（調整）    
交際費等永久に損金に参入されない項目 1.93  
住民税均等割等 0.65  
税率変更による影響額 55.63  
評価性引当金増減額 △78.21  
のれん償却 △0.53  
持分法による投資損失 △11.88  
その他 9.42  
税効果会計適用後の法人税等の負担率 10.07  

（注）前連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上しているため注記を省略しております。 

 

３．法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から

法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用す

る法定実効税率は従来の32.3％から平成28年４月１日に開始する連結会計年度及び平成29年４月１日に開始する連

結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については30.9％に、平成30年４月１日に開始する連結会計年度以降に

解消が見込まれる一時差異等については、30.6％となります。

 この税率変更による影響は軽微であります。

 また、欠損金の繰越控除制度が平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から繰越控除前の所得の金額の100

分の65相当額に、平成29年４月１日以後に開始する連結会計年度から繰越控除前の所得の金額の100分の50相当額に

控除限度額が改正されました。この欠損金の繰越控除制度改正による、影響額はありません。 
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（企業結合等関係）

取得による企業結合 

１．企業結合の概要 

(1) 被取得企業の名称およびその事業内容 

被取得企業の名称 ・・株式会社エス・エー・コンサルティング 

事業の内容・・・経営コンサルティング業 

(2) 企業結合を行った主な理由 

 株式会社エス・エー・コンサルティングの顧客基盤を引き継ぎ、様々な経営戦略、財務戦略、企業ガバナンス

に関する知見・ノウハウの獲得等を目的として、同社の株式を取得いたしました。 

(3) 企業結合日 

平成27年12月15日 

(4) 企業結合の法的形式 

現金を対価とする株式取得 

(5) 結合後企業の名称 

株式会社エス・エー・コンサルティング 

(6) 取得した議決権比率 

株式取得後 議決権比率100％（取得前0％） 

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が現金を対価として、株式会社エス・エー・コンサルティング株式の100％を取得したためであります。 

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

 平成27年12月31日をみなし取得日とし、同社の平成28年1月1日から平成28年3月31日までの損益を取り込んでお

ります。 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得前に保有していた株式会社エス・エー・コンサルティングの企業結合日における時価  ―千円 

企業結合日に現金支出して取得した株式会社エス・エー・コンサルティングの普通株式 1,000千円 

取得原価                                    1,000千円 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額 

フィナンシャル・アドバイザリー報酬  10,000千円 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間 

(1) のれんの金額 

20,911千円 

(2) 発生原因 

企業結合時の時価純資産が取得原価を下回ったため、その差額をのれんとして認識しております。 

(3) 償却方法および償却期間 

３年にわたる均等償却 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

流動資産   3,218千円 

固定資産  17,884 

資産合計  21,102 

流動負債  41,014 

固定負債    － 

負債合計  41,014 

７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の

概算額及びその算定方法（千円） 

売上高  20,628 

営業損失（△） △5,974 

経常損失（△） △2,455 

税金等調整前当期純損失（△） △2,455 

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △2,455 

1株当たり当期純損失（△）    △24 

（概算額の算定方法） 

 企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業の連結損益計算

書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としています。 

 なお、当該注記は監査証明を受けておりません。 
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ 当該資産除去債務の概要

当社旧本店（白金台事務所）の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
 

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法

本社移転が決定し、原状回復義務の費用総額及び履行時期の見積りが可能となったことにより、計上したもので

あります。
 

ハ 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

期首残高 －千円 4,000千円

見積りの変更による増加額 4,000 － 

時の経過による調整額 － －

資産除去債務の履行による減少額 － △2,750

その他増減額（△は減少） － △1,250

期末残高 4,000 －

（注）当社、また子会社の㈱エス・エー・コンサルティング及び子会社の㈱六合は、東京都港区本店及び名古

屋市本店事務所の賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を有しておりますが、当該

債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、資産除去債務を合理的に見積もることができませ

ん。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

（賃貸等不動産関係）

 当社では、前連結会計年度まで、東京都において有しておりました投資用の住居建物（土地を含む。）を当連結会

計年度に売却しております。当連結会計年度におきまして当該投資用不動産に関して72,971千円の投資不動産売却益

を、また減価償却費（営業外費用）532千円を計上しております。 

また、当該投資用不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。 

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

連結貸借対照表計上額    

  期首残高 131,469 128,271

  期中増減額 3,197 △128,271

  期末残高 128,271 － 

期末時価 194,178 － 

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

２．期末の時価は、前連結会計年度は正味売却価額に基づいて算定しております。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、投資事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

【関連情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日  至平成27年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

（単位：千円） 

  投資事業 合計 

外部顧客への売上高 2,763,349 2,763,349 

 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

  本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

(2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

 （単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

ミサワホーム東海㈱ 610,330 投資事業 

㈱カーマ 409,876 投資事業 

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

（単位：千円） 

  投資事業 合計 

外部顧客への売上高 2,776,356 2,776,356 

 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

  本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

(2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

 （単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

ジャパンリアルエステイト㈱ 423,600 投資事業 

日本国土開発㈱ 346,981 投資事業 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日  至平成27年３月31日） 

    （単位：千円） 

  投資事業 全社・消去 合計 

減損損失 － 4,000 4,000 

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日） 

    （単位：千円） 

  投資事業 全社・消去 合計 

減損損失 － 12,218 12,218 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日  至平成27年３月31日） 

       

  投資事業 全社・消去 合計 

当期償却額 30,599 － 30,599 

当期末残高 8,630 － 8,630 

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日） 

       

  投資事業 全社・消去 合計 

当期償却額 4,398 － 4,398 

当期末残高 25,143 － 25,143 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日  至平成27年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日） 

該当事項はありません。 
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【関連当事者情報】

１.関連当事者取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の主要株主

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日） 

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

関連会社 

Mabuhay 

Holdings 

Corporation 
（注1） 

フィリ

ピン 
975,534千

ペソ 
投資業 39.07 

同社向け債

権回収 

債権回収と

利息の受取 
（注２） 

①譲受債

権回収 
497,185 
②利息と

延滞金の

受取 
199,708 

①関係会

社長期債

権 
②未収収

益 
 
 

478,340 
 
 

9,466 
 
 
 

㈱トレード

セブン 
（注３） 

千葉県 20,000 
質屋古物

買取販売

事業 
35.0 

金銭消費貸

借契約 
貸付金利息 
（注４） 

利息4,602 
長期貸付

金 
700,000 

（注） １.  当社は、平成27年６月３日付でMabuhay Holdings Corporation（以下、「MHC」といいます。）を持分法適

用会社化いたしました。このため、取引金額は以降の取引金額を記載しております。 

    ２. MHCグループの運営と財務状況を考慮して、利率返済条件等を決定しております。 

    ３.当社は、平成28年３月14日付で㈱トレードセブンを持分法適用会社化いたしました。このため、取引金額は

以降の取引金額を記載しております。 

    ４.㈱トレードセブンの運営と財務状況を考慮して、利率返済条件等を決定しております。 

 

(ウ）連結財務諸表提出会社の役員 

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日） 

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

役員が議

決権の過

半数を有

する会社 

㈲永坂屋 
東京都

港区 
8,500 不動産業 ― 

本社社屋借

入 

家賃等の支

払い 
（注２） 

15,165 － － 

（注） １．上記の取引金額には消費税等が含まれておりません。

   ２．本社社屋の賃借料等については、市場相場等を勘案の上決定しております。

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日） 

該当事項はありません。 

 
 
(エ）連結財務諸表提出会社の子会社の役員

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 資本金又
は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

子会社の

役員が議

決権の過

半数を有

する会社 

Honour 

Venture 

Limited 
香港 10香港ドル 投資業 ― 

当社への出

資 

第三者割当

増資の引受

（注１） 
130,000 － － 

（注） １．第三者割当増資につきまして、行使価額１株13円につきましては、当社株価等を勘案の上、決定しておりま

す。 
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当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日） 
該当事項はありません。 

 
(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引
(ア）連結財務諸表提出会社の役員

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日） 
該当事項はありません。 

 
当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日） 

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 資本金又
は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

役員 網屋 信介 － － 

当社代表

取締役社

長 
（注1） 

（被所有） 

－ 

金銭消費貸

借契約 

（注2） 

貸付金 － 
短期借入

金 
41,320

（注3） 

（注） １．当社代表取締役社長である網屋信介は、連結子会社である株式会社エス・エー・コンサルティングの代表取
締役社長を兼務しております。 

２．同氏は、連結子会社である株式会社エス・エー・コンサルティングに10,000千円を貸付けており、無利子と
しております。 

３．内訳は金銭消費貸借契約による借入金10,000千円、同氏に対する諸費用の支払留保分31,320千円でありま
す。 

 
２.親会社又は重要な関連会社に関する注記 
(1）重要な関連会社の要約財務情報 

  当連結会計年度末において、重要な関連会社はMabuhay Holdings Corporationと㈱トレードセブンであり、そ
の要約財務情報は以下のとおりであります。 

（単位：千円）
 

 
Mabuhay Holdings Corporation

前連結会計年度 当連結会計年度

流動資産合計 － 573,131

固定資産合計 － 3,360,271

     

流動負債合計 － 1,084,918

固定負債合計 － 199,984

     

純資産合計 － 2,648,500

     

売上高 － 13,040

税引前当期純損失金額（△） － △32,584

当期純損失金額（△） － △105,699

（注）Mabuhay Holdings Corporationは、第1四半期連結会計期間より関連会社としており、上記期間は平成27年7月1日
から平成28年３月31日までの期間であります。 
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

 
１株当たり純資産額     7.71円

１株当たり当期純損失金額    2.26円
 

 
１株当たり純資産額 8.68円 

１株当たり当期純利益金額 0.61円 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 0.61円 
 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、
潜在株式が存在するものの１株当たり当期純損失であるた
め、記載しておりません。 

 

（注）１株当たり当期純利益または当期純損失（△）金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

(1）１株当たり当期純利益または当期純損失
（△）金額

△2円26銭 0円61銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する当期純利益または親
会社株主に帰属する当期純損失（△）（千
円）

△597,049 237,740

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期
純利益または親会社株主に帰属する当期純
損失（△）（千円）

△597,049 237,740

普通株式の期中平均株式数（千株） 264,100 391,998

(2）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 － 0円61銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する当期純利益調整額（千
円）

－ －

普通株式増加数（千株） － 218

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要

第９回新株予約権
（新株予約権の数1,837個)
第10回新株予約権
（新株予約権の数293,000個)
第11回新株予約権
（新株予約権の数30,000個)
平成23年６月29日株主総会決議、
平成23年11月29日取締役会決議に
よるストックオプション（新株予
約権の数835個）
平成18年６月29日株主総会決議、
平成23年11月29日取締役会決議に
よるストックオプション（新株予
約権の数1,000個）

第10回新株予約権
（新株予約権の数219,300個)
平成23年６月29日株主総会決議、
平成23年11月29日取締役会決議に
よるストックオプション（新株予
約権の数685個） 
平成18年６月29日株主総会決議、
平成23年11月29日取締役会決議に
よるストックオプション（新株予
約権の数1,000個）

 

（注） 前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり
当期純損失金額であるため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

     該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 839,957 6.4 －

合計 － 839,957 － －

（注）平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

 

【資産除去債務明細表】

 本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、資産除去

債務明細表の記載を省略しております。 

 

（２）【その他】

① 決算日後の状況

 該当事項はありません。

 

 ② 当連結会計年度における四半期情報等 

（累計期間） 第1四半期 第2四半期 第3四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 1,210,849 1,885,457 2,269,125 2,776,356

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額又は税金等調整前

四半期純損失金額（△）（千

円）

△46,797 △227,502 429,175 276,181

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）

△54,834 △239,577 416,982 237,740

１株当たり四半期（当期）純

利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）（円）

△0.14 △0.62 1.07 0.61

 

（会計期間） 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△0.14 △0.47 1.65 △0.45
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,355,832 280,168 

有価証券 2,697 ※１ 491,393 

関係会社短期貸付金 ※３ 200,000 100,000 

関係会社未収入金 6,600 － 

預け金 31,000 － 

その他 ※２ 28,050 ※２ 23,806 

貸倒引当金 △31,000 － 

流動資産合計 1,593,180 895,369 

固定資産    

有形固定資産    

建物 943 511 

減価償却累計額 △943 △511 

建物（純額） － － 

工具、器具及び備品 7,903 829 

減価償却累計額 △4,397 △829 

工具、器具及び備品（純額） 3,505 － 

有形固定資産合計 3,505 － 

投資その他の資産    

投資有価証券 338,612 ※１ 752,673 

関係会社株式 735,424 ※１ 1,514,156 

長期貸付金 － 700,000 

関係会社長期貸付金 532,187 523,948 

関係会社長期債権 － 478,340 

破産更生債権等 ※２ 122,072 ※２ 153,072 

投資不動産（純額） 128,271 － 

差入保証金 12,400 17,020 

貸倒引当金 ※２ △122,072 ※２ △153,072 

投資その他の資産合計 1,746,896 3,986,137 

固定資産合計 1,750,402 3,986,137 

資産合計 3,343,582 4,881,506 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

短期借入金 － ※１ 748,636 

関係会社短期借入金 620,549 638,411 

未払金 ※２ 41,268 ※２ 31,359 

未払法人税等 2,041 66,545 

賞与引当金 2,094 － 

資産除去債務 4,000 － 

その他 3,947 2,091 

流動負債合計 673,901 1,487,044 

固定負債    

退職給付引当金 22,719 23,908 

繰延税金負債 38,677 － 

固定負債合計 61,397 23,908 

負債合計 735,298 1,510,952 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,218,208 3,618,980 

資本剰余金    

資本準備金 1,428,208 1,828,980 

その他資本剰余金 9,764 9,764 

資本剰余金合計 1,437,972 1,838,744 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 △2,121,126 △1,882,586 

利益剰余金合計 △2,121,126 △1,882,586 

自己株式 △5,954 △5,954 

株主資本合計 2,529,100 3,569,183 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 78,173 △199,556 

新株予約権 1,009 926 

純資産合計 2,608,283 3,370,553 

負債純資産合計 3,343,582 4,881,506 
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②【損益計算書】
 

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

売上高    

手数料収入 14,099 － 

経営指導料 ※１ 4,889 ※１ 19,888 

商品売上高 6,819 － 

関係会社債権回収益 － 62,807 

一般貸付金利息 － ※１ 4,602 

その他の収入 2 － 

売上高合計 25,810 87,298 

売上原価    

商品売上原価 6,796 － 

有価証券運用損 90 348,327 

その他の事業費用 12,278 － 

売上原価合計 19,165 348,327 

売上総利益又は売上総損失（△） 6,644 △261,028 

販売費及び一般管理費    

役員報酬 42,202 26,325 

給料及び手当 94,235 65,708 

退職給付引当金繰入額 2,827 1,820 

賞与引当金繰入額 4,325 1,283 

福利厚生費 17,975 10,758 

租税公課 17,269 31,891 

賃借料 14,858 20,835 

減価償却費 1,824 773 

支払手数料 252,638 ※１ 155,358 

その他 88,809 101,787 

販売費及び一般管理費合計 536,966 416,543 

営業損失（△） △530,322 △677,571 

営業外収益    

受取利息 ※１ 16,665 ※１ 235,198 

受取配当金 55 55 

保険事務手数料 598 1,055 

雑収入 287 4,237 

営業外収益合計 17,606 240,546 

営業外費用    

支払利息 ※１ 526 ※１ 22,673 

株式交付費 6,584 6,518 

為替差損 28,095 37,398 

貸倒引当金繰入額 15,500 － 

雑損失 3,197 532 

営業外費用合計 53,903 67,124 

経常損失（△） △566,619 △504,149 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 730,468 

投資不動産売却益 － 72,971 

特別利益合計 － 803,440 

特別損失    

固定資産除却損 － 3,335 

減損損失 4,000 12,218 

特別損失合計 4,000 15,553 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △570,619 283,737 

法人税、住民税及び事業税 1,210 45,198 

法人税等合計 1,210 45,198 

当期純利益又は当期純損失（△） △571,829 238,539 

 

- 83 -

2016/06/30 13:05:58／16199541_アジア開発キャピタル株式会社_有価証券報告書（通常方式）



③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

              (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計   

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

  
繰越利益剰
余金 

当期首残高 2,311,861 521,861 9,764 531,625 △1,549,296 △1,549,296 △5,954 1,288,235 

当期変動額                 

新株の発行 906,347 906,347   906,347       1,812,694 

当期純利益又は当期純
損失（△）         △571,829 △571,829   △571,829 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）                 

当期変動額合計 906,347 906,347 - 906,347 △571,829 △571,829 － 1,240,864 

当期末残高 3,218,208 1,428,208 9,764 1,437,972 △2,121,126 △2,121,126 △5,954 2,529,100 

 

         

  評価・換算差額等 
新株予約権 純資産合計 

  その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

当期首残高 43,953 43,953 2,230 1,334,419 

当期変動額         

新株の発行       1,812,694 

当期純利益又は当期純
損失（△）       △571,829 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

34,220 34,220 △1,221 32,999 

当期変動額合計 34,220 34,220 △1,221 1,273,864 

当期末残高 78,173 78,173 1,009 2,608,283 
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当事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

              (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計   

資本準備金 その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

  
繰越利益剰
余金 

当期首残高 3,218,208 1,428,208 9,764 1,437,972 △2,121,126 △2,121,126 △5,954 2,529,100 

当期変動額                 

新株の発行 400,771 400,771   400,771       801,543 

当期純利益又は当期純
損失（△）         238,539 238,539   238,539 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）                 

当期変動額合計 400,771 400,771   400,771 238,539 238,539   1,040,083 

当期末残高 3,618,980 1,828,980 9,764 1,838,744 △1,882,586 △1,882,586 △5,954 3,569,183 

 

         

  評価・換算差額等 
新株予約権 純資産合計 

  その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

当期首残高 78,173 78,173 1,009 2,608,283 

当期変動額         

新株の発行       801,543 

当期純利益又は当期純
損失（△）       238,539 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

△277,730 △277,730 △82 △277,813 

当期変動額合計 △277,730 △277,730 △82 762,270 

当期末残高 △199,556 △199,556 926 3,370,553 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

当社は、前事業年度まで９期連続して経常損失および当期純損失を計上しておりますが、当事業年度においては、

677,571千円の営業損失を計上しております。一方、当社が保有する同仁医療産業集団有限公司の出資持分を、香港

証券取引所上場企業China Medical & HealthCare Group Limited（以下、「CMH」といいます。）の子会社である

Join Capital Limitedに譲渡し、特別利益として730,468千円の投資有価証券売却益が発生した結果、238,539千円の

当期純利益を計上しております。しかしながら、当該譲渡の対価支払はCMH株式の交付によってなされ、また、当該

株式は譲渡日から2年間は売却できないロックアップ条項が設けられているため、現金化するには時間と不確実性を

伴います。このため、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社は、当該状況を解消、または改善するため、以下の対応策を講じてまいります。 

（１）優良な投資案件の選定と実行 

当社は、日本およびアジアを中心とする地域における貢献を標榜し、投資事業を柱とした事業創造を行ってまいり

ました。今後も、これまで培ってきた中国ビジネスパートナーたちの知識・経験・人脈を活用して、日本、中国のみ

ならず、中国本土の投資家や華僑などが投資ターゲットとしているアジア諸国において、当社グループに経常的な利

益、キャッシュ・フローをもたらす優良な投資案件を選定し、積極的な投資を行うことにより、当社グループの収益

基盤の安定化、財務体質の強化を図ってまいります。 

（２）財政状態の改善 

当社は、財政状態の改善を図るべく、当事業年度において、第９回新株予約権の行使により27,543千円、第10回新

株予約権の行使により774,000千円を調達するとともに、Sun Hung Kai Financialからの借入により27,341千香港ド

ル（400,000千円）を調達しております。今後も引き続き、運転資金を確保した上で、上記の投資を実施するため、

株式、新株予約権による直接調達、金融機関等からの借入による間接調達、投資不動産の売却等、各種の資金調達の

可能性を検討し、財政状態の健全化を図ってまいります。 

（３）経費削減 

当社は、収益基盤の改善を進めるために、組織体制の見直しを行い、事業活動の効率化を図るとともに、人件費等

を含む経費の削減に取り組み、事業運営コスト削減を徹底して行い、更なる収益力の強化に努めております。今後も

この方針を継続していく所存です。 

しかしながら、新規の投資案件については当社の希望する案件が見つかるかどうかは不明であり、投資後も当社の

意図する通りの成果をもたらすかどうか不明確であります。また、資金調達についても、外部資金調達は各ステーク

ホルダーや金融機関、投資家の投資判断に依るところが大きく、実現可能性の予測が極めて困難です。このため、現

時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財務諸表

に反映しておりません。 
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（重要な会計方針）

１．重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2）売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均法により算定）

(3）その他有価証券

時価のあるもの…期末日の市場価格等による時価法

          （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…総平均法による原価法

②棚卸資産

商品…売却原価は総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

っております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）及び投資不動産

建物（附属設備を除く）及び投資不動産については定額法、それ以外については定率法 

なお耐用年数及び残存価額は法人税法の定めと同一の基準によっております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについて、社内における見込利用可能期間（５年）による定額法によっております。 

(3）リース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

３．繰延資産の処理方法 

株式交付費は、支出時に全額費用処理しております。

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

 期末の債権残高に対する貸倒れに備えるため、一般債権について、過年度の貸倒実績率を基礎とした、将来の貸

倒見積率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、簡便法により、期末における退職給付債務の見込額（自己都合により退職する

場合の期末要支給額相当額）を計上しております。

５．重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

税抜き方式を採用しております。なお、控除対象外消費税および地方消費税は、当事業年度の費用として処理して

おります。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。 
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（表示方法の変更）

１．貸借対照表 

 前事業年度において、独立掲記していた「未収入金」、「前払費用」、および「前渡金」は、金額的重要性が乏しく

なったため、当事業年度より「流動資産」の「その他」に含めて表示することといたしました。また「未払費用」につい

ても、「流動負債」の「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務

諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前事業年度の貸借対照表において、「未収入金」109千円、「前払費用」3,148千円および「前渡金」200

千円として表示していた各科目は、「流動資産」の「その他」3,458千円として組み替えております。また「未払費用」

1,668千円は「流動負債」の「その他」1,668千円として組み替えております。 

 

２．損益計算書 

 当事業年度において、前事業年度に「その他の事業費用（売上原価）」として計上しておりました有価証券評価損に

つきまして、金額的重要性また適正な科目表示の観点から、当該売却損を含めた「有価証券運用損（売上原価）」として

独立掲記することといたしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っており

ます。 

この結果、前事業年度の損益計算書において「その他の事業費用（売上原価）」12,369千円は、「有価証券運用損（売

上原価）」90千円および「その他の事業費用（売上原価）」12,278千円として組み替えております。 

 

（貸借対照表関係）

※１ 担保に供している資産及び担保に係る債務

 担保に供している資産

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

有価証券 ― 千円 491,393 千円 

投資有価証券 ― 752,342 

関係会社株式 ― 629,456 

計 ― 1,873,192 

 

 担保に係る債務

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

短期借入金 ―千円 748,636千円 

 

※２ 関係会社項目

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

流動資産「その他」 2,747千円 12,498千円

破産更生債権等 15,209 15,209

貸倒引当金 15,209 15,209

未払金 21,995 21,932

 

※３ 当社は、子会社であるデザイア㈱との間で、不動産開発資金および運転資金に充当するための資金として、融資枠

設定契約を締結しております。この契約に係る貸出未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

融資枠極度額の総額 500,000千円 500,000千円

貸出実行残高 100,000 －

差引額 400,000 500,000
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（損益計算書関係）

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

経営指導料 3,000千円 経営指導料 19,888千円

一般貸付金利息 － 一般貸付金利息 4,622

業務委託費 － 業務委託費 1,500

受取利息 16,633 受取利息 235,060

支払利息 526 支払利息 527

 
 

（有価証券関係）

前事業年度（平成27年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額 子会社株式735,424千円）は、市場価格がなく、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成28年３月31日）

区分
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

関連会社株式 760,731 440,637 △320,093

合計 760,731 440,637 △320,093

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額 子会社株式746,424千円、関連会社株式7,000千円）は、市場価格

がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

繰延税金資産     

退職給付引当金 7,347千円  7,321千円

貸倒引当金 31,791   46,877

投資有価証券評価損 6,791   6,431

関係会社株式評価損 306,339   290,104

繰越欠損金 2,541,799   2,339,861

その他 39,673   40,892

繰延税金資産小計 2,933,742   2,731,488

評価性引当額 △2,933,742   △2,731,488

繰延税金資産合計 －   － 

繰延税金負債      

 その他有価証券評価差額金 △38,677   －

繰延税金負債合計 △38,677   －

繰延税金資産（負債）の純額 △38,677   －

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

   
当事業年度

（平成28年３月31日）

法定実効税率   33.06％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目   2.20 

住民税均等割等   0.51

評価性引当金増減額   △84.72 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正   64.07

その他   3.81

税効果会計適用後の法人税等の負担率   18.94

（注）前事業年度は税引前当期純損失を計上しているため注記を省略しております。 

 

３．法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」
（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人
税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法
定実効税率は従来の32.3％から平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事業年度に
解消が見込まれる一時差異等については30.9％に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる
一時差異等については、30.6％となります。
 この税率変更による影響は軽微であります。
 また、欠損金の繰越控除制度が平成27年４月１日以後に開始する事業年度から繰越控除前の所得の金額の100分の
65相当額に、平成29年４月１日以後に開始する事業年度から繰越控除前の所得の金額の100分の50相当額に控除限度
額が改正されました。この欠損金の繰越控除制度改正による、影響額はありません。 
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（企業結合等関係）

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 
減価償却累計
額 

有形固定資産 

建物 943 11,356 
11,788 

(10,844) 
511 511 511 

工具、器具

及び備品 
7,903 1,465 

8,538 

(1,373) 
261 829 829 

計 8,847 12,821 
20,327 

(12,218) 
773 1,341 1,341 

無形固定資産 計 － － － － － － 

投資その他の

資産 

投資不動産 133,334 － 133,334 532 － － 

計 133,334 － 133,334 532 － － 

（注）１.「当期減少額」欄の（  ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２.「当期首残高」および「当期末残高」は、取得価額により記載しております。

 

【引当金明細表】

（単位：千円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 153,072 － － 153,072

賞与引当金 2,094 2,505 4,600 －

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

（３）【その他】

① 決算日後の状況

 該当事項はありません。

② 訴訟

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内１－４－１ 

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内１－４－１ 

 三井住友信託銀行株式会社 

取次所 ―

買取手数料 株主の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をする

ことができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

貸借対照表及び損益計算書掲載

のホームページアドレス
http://www.asiadevelop.com/

株主に対する特典 該当事項はありません

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社は親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第95期）（自 平成26年 4月 1日 至 平成27年 3月31日） 

平成27年6月29日関東財務局長に提出 

 

（2）有価証券報告書の確認書 

（上記（1）に係る確認書） 

平成27年6月29日関東財務局長に提出 

 

（3）内部統制報告書 

金融商品取引法第24条の４の４第１項に基づくもの 

平成27年6月29日関東財務局長に提出 

 

（4）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号の2（株主総会における議決権行使の結果）に基づくもの 

   平成27年6月30日関東財務局長に提出 

 

（5）訂正有価証券報告書 

（上記（1）に係る訂正報告書） 

平成27年7月7日関東財務局長に提出 

 

（6）訂正有価証券報告書の確認書 

（上記（5）に係る確認書） 

平成27年7月7日関東財務局長に提出 

 

（7）四半期報告書 

四半期会計期間（第96期第1四半期）（自 平成27年 4月 1日 至 平成27年 6月30日） 

平成27年8月14日関東財務局長に提出 

 

（8）四半期報告書の確認書 

（上記（7）に係る確認書） 

平成27年8月14日関東財務局長に提出 

 

（9）四半期報告書 

四半期会計期間（第96期第2四半期）（自 平成27年 7月 1日 至 平成27年9月30日） 

平成27年11月13日関東財務局長に提出 

 

（10）四半期報告書の確認書 

（上記（9）に係る確認書） 

平成27年11月13日関東財務局長に提出 

 

（11）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号の2（臨時株主総会における議決権行使の結果）に基づく

もの 

平成28年1月28日関東財務局長に提出 

 

（12）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号（代表取締役の異動）に基づくもの 

平成28年1月28日関東財務局長に提出 

 

（13）四半期報告書 

四半期会計期間（第96期第3四半期）（自 平成27年10月 1日 至 平成27年12月31日） 

平成28年2月12日関東財務局長に提出 
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（14）四半期報告書の確認書 

（上記（13）に係る確認書） 

平成28年2月12日関東財務局長に提出 

 

（15）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号及び第19号（提出会社及び提出会社グループの財政状態

及び経営成績に著しい影響を与える事象）に基づくもの 

平成28年２月16日関東財務局長に提出 

 

（16）訂正有価証券報告書 

第95期有価証券報告書に係る訂正報告書 

平成28年6月24日関東財務局長に提出 

 

（17）訂正有価証券報告書の確認書 

（上記（16）に係る確認書） 

平成28年6月24日関東財務局長に提出 

 

（18）訂正四半期報告書 

第96期第1四半期報告書に係る訂正報告書 

平成28年6月24日関東財務局長に提出 

 

（19）訂正四半期報告書の確認書 

（上記（18）に係る確認書） 

平成28年6月24日関東財務局長に提出 

 
 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。

 

- 94 -
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  独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

  平成28年６月29日

アジア開発キャピタル株式会社  

  取締役会 御中  

 

  アスカ監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 田中 大丸   印 

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 法木 右近   印 

 
＜財務諸表監査＞
  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるアジア開発キャピタル株式会社の平成27年４月1日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな
わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計
算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。
 
連結財務諸表に対する経営者の責任
  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ
とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
  監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当
監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制
を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価
も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。
  当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アジ
ア開発キャピタル株式会社及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度
の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
強調事項 
 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前連結会計年度まで９期連続して経常損失、当期純損失
を計上し、当連結会計年度においても営業損失を計上し、また、営業キャッシュ・フローもマイナスとなっていることか
ら、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不
確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載さ
れている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は連結財務諸表に反
映されていない。 
 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 
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 ＜内部統制監査＞ 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、アジア開発キャピタル株式会

社の平成28年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

  経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

  なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

  内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

  当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

  当監査法人は、アジア開発キャピタル株式会社が平成28年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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  独立監査人の監査報告書  

 

  平成28年６月29日

アジア開発キャピタル株式会社  

  取締役会 御中  

 

  アスカ監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 田中 大丸   印 

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 法木 右近   印 

 
  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるアジア開発キャピタル株式会社の平成27年４月1日から平成28年３月31日までの第96期事業年度の財務諸表、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行
った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
  監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務
諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
  当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アジア開
発キャピタル株式会社の平成28年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
 
強調事項 
 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前事業年度まで９期連続して経常損失、当期純損失を計
上し、当事業年度においても営業損失を計上していることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が
存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重
要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されてお
り、このような重要な不確実性の影響は財務諸表に反映されていない。 
 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 
 
利害関係 
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上
 
 （注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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